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研究要旨 
本稿は、労働安全衛生法（昭和 47 年 6月 8日法律第 57 号）第 35 条及び第 36 条の規定

に係る逐条解説である。 

第 35 条は、何人
なんぴと

も、1 の貨物で重量 1トン以上のものを発送する場合はその重量を表示
しなければならないという規定であり、1929 年に採択された ILO 第 27 号条約の国内担保
法であるが、同条約が船舶で運送される貨物に限定したものであるのに対して、本条はそ
れ以外の貨物にも適用される。 
本条約は時代遅れのものとして国際労働機関（ILO）において改正の必要性が決定され

たものであるが、それは荷の重量表示等の必要性が失われたからではなく、時代に合わせ
た改正が求められたからであり、事実、船舶安全分野においては、1974 年 SOLAS条約の
改正により国際海上コンテナの重量確定制度が強化・精緻化される流れとなっている。 

本条約の適用監視システムにおいては、上記の SOLAS 条約改正前、日本政府の年次報
告において日本労働組合総連合会（連合）から国際海上コンテナの陸上輸送時の事故とそ
の対策についての問題提起があったことを発端として、ILO の条約勧告適用専門家委員会
（CEACR）と日本側の間で何度かやりとりがなされたが、日本政府側（厚生労働省）は特
に積極的な姿勢を見せず、CEACR とのやりとりも特に成果を上げることなく、運輸分野
において SOLAS条約の改正や国内法令の整備がなされることにより改善が図られている。 
翻って国内の荷役・貨物運送の状況を見ると、運送事業者だけでは十分に危害を防止で

きないことも多く、貨物を発送しようとする者に焦点をあてた本条の意義は大きい。した
がって、運送業務あるいは荷役業務における労働災害を防止するための措置義務者（名宛
人）の定め方やその措置内容については、技術的・法律的見地から十分研究し、使用従属
性にとらわれず、運送事業者など社会の一部分にしわ寄せのかからない、より合理的な労
働災害防止の法制度を構築していくことが必要である。 
なお、本条の解説を補足するため、国際労働基準の適用監視制度の概要と関係資料への
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アクセス方法についての付録を末尾に添付した。 
第 36 条は、特別規制中「必要な措置」と抽象的に規定している部分（第 31条の 3を除

く）の具体的内容を包括的に厚生労働省令に委任することを定めるものであるが、実際に
定められている特別規制に係る厚生労働省令（労働安全衛生規則第 4 編で規定されてい
る。）は依然として少なく、またサービスの多様化により、現行の本法第 4 章の適用に困
難を生じるケースが生まれてきている。 
産業安全衛生が旧工場法の「場」の規制方式から離れ（ただし、鉱山保安分野では今も

場の規制方式を採用している。）、使用従属関係を軸とした労働基準法を基礎としたもの
に代わり、その後家内労働法の成立を経つつ、河村産業所事件のように個別的であるが柔
軟な使用従属の解釈の時代を経て、本法（及び本法による改正前の労働災害防止団体等に
関する法律）は、直接の使用従属性の範囲外にあるものの規制を当然とせず、これを特別
規制という形で明示的に規制する方式を採った。したがって、それに伴い、本法―引い
ては労働基準関係法令が、依然としてある程度の適用上の柔軟性を有しているとしても、
その都度法律や命令を改正する等しなければ、産業構造の変化に十分対応できない仕組み
になっている。 
今後、（狭義の）使用従属性を基本する本法の枠組みを維持しつつ産業構造の変化に応

じた迅速な特別規制の拡充を行っていくのか、あるいは特別規制によらずともその変化に
対して柔軟に解釈適用できる新しい本法のあり方を指向するかは別の研究に譲るとする
が、いずれにせよ、今後、使用従属性の範囲内だけでは十分に防止できない類型の労働災
害を把握し、適確な施策立案に役立てるためには、労働災害統計や災害分析手法を再検討
する必要があると思われる。 
なお、本条に関連する包括的な命令委任の是非、省令制定権限の行使の適切性等第 27 条

と共通する論点については、筆者による法第 26 条及び第 27 条の逐条解説を参照されたい。 
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A．研究目的 
本研究事業全体の目的は、以下の 3 点に

ある。 
① 時代状況の変化に応じた労働安全衛生

法改正の方向性を展望すること。 
② 労働安全衛生法を関係技術者以外（文

系学部出身の事務系社員等）に浸透さ
せ、社会一般への普及を図ること。 

③ 労働安全衛生法に関する学問体系、同
法研究のための人と情報の交流のプラ
ットフォームを形成すること。 

そのため、条文の起源（立法趣旨、基礎
となった災害例、前身）と運用（関係判例、
適用の実際）、主な関係令等（関係政省令、
規則、通達等）を、できる限り図式化して
示すと共に、現代的な課題や法解釈学的な
論点に関する検討結果を記した体系書を発
刊すること。 
本分担研究の目的は、枝番号や附則を除

き 123 条ある労働安全衛生法のうち第 35
条及び第 36 条の規定について、その課題を
果たすことにある。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

B．研究方法 
労働基準監督官の職務経験のある研究協

力者が、労働安全衛生法（以下「本法」と
いう。）及びこれに基づく命令、これに関
する解釈例規、関係法令に係る学術書等を
検討して研究班会議で報告し、本法の制
定・改正に関わった畠中信夫元白鴎大学教
授、唐澤正義氏ら班員らからのアドバイス
を得て洗練させた。 
また、国際労働基準に関する資料の有無、

検索方法等については、ILO 駐日事務所の
梅木えりか氏、千束阿貴氏の助言を得たの
でこの場を借りて深謝申し上げる。 
以下、単に第何条という時は本法の条番

号を指すこととする。 
法令等を引用する場合は□で囲むことと

し、その際、本法については題名を省略し、
本法以外の法令（本法に基づく命令等を含
む）を引用する場合には題名等を明示する。
国際労働基準は英語正文を引用した。 
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C．研究結果 
11 第 35条 
1.1 条文 

第四章 労働者の危険又は健康障害
を防止するための措置 1 

（重量表示） 
第三十五条 一の貨物で、重量が一トン以
上のものを発送しようとする者は、見や
すく、かつ、容易に消滅しない方法で、
当該貨物にその重量を表示しなければな
らない。ただし、包装されていない貨物
で、その重量が一見して明らかであるも
のを発送しようとするときは、この限り
でない。 

1.2 内容及び趣旨 
本条（第 35 条のことをいう。以下同条の

逐条解説部分において同じ。）は、包装さ
れていない貨物でその重量が一見して明ら
かであるものを除き、1 個の貨物で、重量
が 1 トン以上のものを発送しようとする者
は、見やすく、かつ、容易に消滅しない方
法で、当該貨物にその重量を表示しなけれ
ばならないことを規定したものである。 
本条は、1931 年 3 月 16 日に批准した船

舶ニ依リ運送セラルル重包裝貨物ノ重量標
示ニ關スル條約（以下「ILO 第 27 号条約」
ないし「本条約」という。）を本邦におい
て実施するための国内担保法でもあるが 2、

 
1 第 4 章には第 20 条から第 36 条までが含
まれる。 
2 昭和 47 年 9月 18 日付け発基第 91 号「労
働安全衛生法の施行について」（https://w
ww.mhlw.go.jp/web/t_doc?dataId=00tb20
42&dataType=1&pageNo=1）記の第三の四
の㈡のニに同趣旨（本稿の本文にて引用） 

本条の規定により重量表示をしなければな
らない貨物は船舶により運送されるものに
限られない 3。 
本条の趣旨及び解釈については、本法の

施行通達 4において次のような説明がなさ
れている。 
発基第九一号 
昭和四七年九月一八日 
都道府県労働基準局長 殿 

労働事務次官 
労働安全衛生法の施行について 

記 
第三 概要 
四 労働者の危険または健康障害を防止
するための措置（第四章関係） 
㈡ その他の規制 
ニ 重量表示 

昭和五年にわが国が批准した ILO第
二七号条約との関係で、従来、労働安
全衛生規則において、一トン以上の貨

 
3 労働省労働基準局（1968 年）『労働法コ
ンメンタール 3 改訂新版 労働基準法 下』
（労務行政研究所，昭和 43 年 10 月 15 日
再訂新版，昭和 44 年 6月 10 日再訂 3版）
p.555 に「安全衛生規則第一二三条では、船
舶運送に限らず一般の貨物に対しても重量
が一トン以上の一貨物を発送し、又は運搬
しようとするときは、見易く、容易に消滅
しない方法で、その重量を標示することを
規定し…」との記述がある。 
4 昭和 47年 9月 18日付け基発第 602号「労
働安全衛生法および同法施行令の施行につ
いて」（https://www.mhlw.go.jp/web/t_do
c?dataId=00tb2043&dataType=1&pageNo
=1）記の I の 9 
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示ニ關スル條約（以下「ILO 第 27 号条約」
ないし「本条約」という。）を本邦におい
て実施するための国内担保法でもあるが 2、

 
1 第 4 章には第 20 条から第 36 条までが含
まれる。 
2 昭和 47 年 9月 18 日付け発基第 91 号「労
働安全衛生法の施行について」（https://w
ww.mhlw.go.jp/web/t_doc?dataId=00tb20
42&dataType=1&pageNo=1）記の第三の四
の㈡のニに同趣旨（本稿の本文にて引用） 

本条の規定により重量表示をしなければな
らない貨物は船舶により運送されるものに
限られない 3。 
本条の趣旨及び解釈については、本法の

施行通達 4において次のような説明がなさ
れている。 
発基第九一号 
昭和四七年九月一八日 
都道府県労働基準局長 殿 

労働事務次官 
労働安全衛生法の施行について 

記 
第三 概要 
四 労働者の危険または健康障害を防止
するための措置（第四章関係） 
㈡ その他の規制 
ニ 重量表示 

昭和五年にわが国が批准した ILO第
二七号条約との関係で、従来、労働安
全衛生規則において、一トン以上の貨

 
3 労働省労働基準局（1968 年）『労働法コ
ンメンタール 3 改訂新版 労働基準法 下』
（労務行政研究所，昭和 43 年 10 月 15 日
再訂新版，昭和 44 年 6月 10 日再訂 3版）
p.555 に「安全衛生規則第一二三条では、船
舶運送に限らず一般の貨物に対しても重量
が一トン以上の一貨物を発送し、又は運搬
しようとするときは、見易く、容易に消滅
しない方法で、その重量を標示することを
規定し…」との記述がある。 
4 昭和 47年 9月 18日付け基発第 602号「労
働安全衛生法および同法施行令の施行につ
いて」（https://www.mhlw.go.jp/web/t_do
c?dataId=00tb2043&dataType=1&pageNo
=1）記の I の 9 
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物についての重量表示に関する規制が
なされていたが、ILO 条約の裏付けの
ある規定であることにかんがみ、今回、
法律の中に明記したものであること。 

基発第六〇二号 
昭和四七年九月一八日 
都道府県労働基準局長 殿 

労働省労働基準局長 
労働安全衛生法および同法施行令の
施行について 

記 
Ⅰ 法律関係 
９ 労働者の危険又は健康障害を防止す
るための措置 
⑻ 第三五条関係 
イ 本条は、貨物を取り扱う者が、その
重量について誤つた認識をもつて当
該貨物を取り扱うことから生ずる労
働災害を防止することを目的として
定められたものであること。 

ロ 本条の「発送」には、事業場構内に
おける荷の移動は含まないものであ
ること。 

ハ 本条の「発送しようとする者」とは、
最初に当該貨物を運送のルートにの
せようとする者をいい、その途中にお
ける運送取扱者等は含まない趣旨で
あること。 
なお、数個の貨物をまとめて、重量

が一トン以上の一個の貨物とした者
は、ここでいう「最初に当該貨物を運
送のルートにのせようとする者」に該
当すること。 

ニ 本条の「その重量が一見して明らか
なもの」とは、丸太、石材、鉄骨材等
のように外観より重量の推定が可能

であるものをいうこと。 
ホ コンテナ貨物についての本条の重
量表示は、当該コンテナにその最大積
載重量を表示されておれば足りるも
のであること。 

なお、本条の規定は本条だけで完結して
おり、命令への委任はない。 
1.3 罰則 
本条の規定に違反した者は、第 119 条の

規定により、6箇月以下の懲役又は 50 万円
以下の罰金に処せられる。 
本条違反の罪については、第 122 条の両

罰規定が適用される。 
1.4 条文解釈 
1.4.1 「一の貨物…発送しようとする者」 
施行通達 4（1.2 節で引用）に示された解

釈から考えると、本条の「一の貨物で、重
量が一トン以上のもの」には、数個の貨物
をまとめて、重量が 1 トン以上の 1 個の貨
物としたものも含まれると解される。その
典型例として、複数の荷をコンテナに入れ
て発送する場合があるだろう。 
本条の「発送」には、事業場構内におけ

る荷の移動は含まれない 4。 
本条の「発送しようとする者」は、最初

に当該貨物を運送のルートにのせようとす
る者をいい、その途中における運送取扱者
等は含まれない 4。 
また、本条の規定は、貨物の行き先を限

定しておらず、また ILO 第 27 号条約の趣
旨（1.6節参照）からしても、本邦の外へ貨
物を発送する場合にも適用されることは明
らかであろう 5。 

 
5 一般財団法人労務行政研究所（2017 年）
『労働法コンメンタール⑩ 労働安全衛生
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ところで、「貨物を発送しようとする者」
が指すものは、必ずしも明確でないと思わ
れる。船舶安全関係法令において国際海上
コンテナの重量確定義務（1.9.1 節参照）を
負うのは荷送人（実際には、商社など）で
あり、これは実際にコンテナに貨物を収納
してこれを総重量 1 トン以上のコンテナと
する作業を行う者とは異なる可能性がある
が、では「貨物を発送しようとする者」は
このうちどちらになるのかというと、後者
は該当すると思われるが、前者も該当する
のかという解釈問題があると思われる。 
1.4.2 「その重量を表示」 
重貨物ノ重量標示ニ關スル件（昭和 5 年

内務省令第 16 號）及び旧労働安全衛生規則
（昭和 22 年 10 月 31 日労働省令第 9 号）
第 123 条では「標示」の語が使用され、労
働安全衛生法で「表示」が使用されている
が、意義に変わりはないであろう。 
なお、ILO 第 27号条約の英語の正文では

marking(of weight)であり、外務省による同
条約の定訳では「標示」が使用されている
6。 

 
法』（㈱労務行政）185 頁の最終段落に「例
えば、本法の第三五条は、ILO 第二七号条
約（船舶ニ依リ輸送セラルル重包装貨物ノ
重量ノ表示ニ関スル条約・一九二九年）実
施のための国内法的性格をもつものである
が、この規定は、純粋に輸出用の貨物を船
舶所有者が船内で一トン以上の貨物に包装
して輸出するような場合であっても適用さ
れると解されている。」との同趣旨の記述
あり。 
6 外務省条約データ検索－（定訳）船舶ニ
依リ運送セラルル重包裝貨物ノ重量標示ニ

1.4.2.1 単位 
本条では、単位ないし単位系が指定され

ていないため、メートル法以外の単位系を
使用した場合には本条違反にはならないが、
本条の規定に基づく重量の表示は計量法
（平成 4年 5 月 20 日法律第 51 号）第 2条
第 2項の「証明」7に該当し、同法第 8条第

 
關スル條約（https://www.mofa.go.jp/mofa
j/gaiko/treaty/pdfs/B-S38-C2-1665.pdf，2
021 年 12 月 29 日閲覧） 
7 経済産業省ウェブサイト－政策について
▷政策一覧▷経済産業▷計量行政▷計量制
度の概要▷計量法における単位規制の概要
▷2．取引又は証明における規制（https://
www.meti.go.jp/policy/economy/hyojun/te
chno_infra/11_gaiyou_tani2.html，2021 年
12 月 29 日閲覧）に次のような解釈が示さ
れている。 

2．証明における計量 
計量法第２条第２項の「公に」、「業

務上」、「一定の事実」、「真実であ
る旨を表明すること」の解釈は以下の
とおり。 
 「公に」とは、公機関が、又は公機
関に対しであること。 

 「業務上」とは、継続的、反復的で
あること。 

 「一定の事実」とは、一定のものが
一定の物象の状態の量を有すること。
特定の数値で表されるのが一般的で
あるが、ある一定の水準に達したか、
達していないかという事実も含まれ
る。 

 「真実である旨を表明すること」と
は、真実であることについて一定の
法的責任等を伴って表明すること。
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ところで、「貨物を発送しようとする者」
が指すものは、必ずしも明確でないと思わ
れる。船舶安全関係法令において国際海上
コンテナの重量確定義務（1.9.1 節参照）を
負うのは荷送人（実際には、商社など）で
あり、これは実際にコンテナに貨物を収納
してこれを総重量 1 トン以上のコンテナと
する作業を行う者とは異なる可能性がある
が、では「貨物を発送しようとする者」は
このうちどちらになるのかというと、後者
は該当すると思われるが、前者も該当する
のかという解釈問題があると思われる。 
1.4.2 「その重量を表示」 
重貨物ノ重量標示ニ關スル件（昭和 5 年

内務省令第 16 號）及び旧労働安全衛生規則
（昭和 22 年 10 月 31 日労働省令第 9 号）
第 123 条では「標示」の語が使用され、労
働安全衛生法で「表示」が使用されている
が、意義に変わりはないであろう。 
なお、ILO 第 27号条約の英語の正文では

marking(of weight)であり、外務省による同
条約の定訳では「標示」が使用されている
6。 

 
法』（㈱労務行政）185 頁の最終段落に「例
えば、本法の第三五条は、ILO 第二七号条
約（船舶ニ依リ輸送セラルル重包装貨物ノ
重量ノ表示ニ関スル条約・一九二九年）実
施のための国内法的性格をもつものである
が、この規定は、純粋に輸出用の貨物を船
舶所有者が船内で一トン以上の貨物に包装
して輸出するような場合であっても適用さ
れると解されている。」との同趣旨の記述
あり。 
6 外務省条約データ検索－（定訳）船舶ニ
依リ運送セラルル重包裝貨物ノ重量標示ニ

1.4.2.1 単位 
本条では、単位ないし単位系が指定され

ていないため、メートル法以外の単位系を
使用した場合には本条違反にはならないが、
本条の規定に基づく重量の表示は計量法
（平成 4年 5 月 20 日法律第 51 号）第 2条
第 2項の「証明」7に該当し、同法第 8条第

 
關スル條約（https://www.mofa.go.jp/mofa
j/gaiko/treaty/pdfs/B-S38-C2-1665.pdf，2
021 年 12 月 29 日閲覧） 
7 経済産業省ウェブサイト－政策について
▷政策一覧▷経済産業▷計量行政▷計量制
度の概要▷計量法における単位規制の概要
▷2．取引又は証明における規制（https://
www.meti.go.jp/policy/economy/hyojun/te
chno_infra/11_gaiyou_tani2.html，2021 年
12 月 29 日閲覧）に次のような解釈が示さ
れている。 

2．証明における計量 
計量法第２条第２項の「公に」、「業

務上」、「一定の事実」、「真実であ
る旨を表明すること」の解釈は以下の
とおり。 
 「公に」とは、公機関が、又は公機
関に対しであること。 

 「業務上」とは、継続的、反復的で
あること。 

 「一定の事実」とは、一定のものが
一定の物象の状態の量を有すること。
特定の数値で表されるのが一般的で
あるが、ある一定の水準に達したか、
達していないかという事実も含まれ
る。 

 「真実である旨を表明すること」と
は、真実であることについて一定の
法的責任等を伴って表明すること。
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1項の規定によりメートル法のキログラム、
グラム又はトンにより表示しなければなら
ないものと考えられる。 
1.4.2.2 精度 
本条では重量表示の精度ないし正確性に

ついて規定されていないが、計量法では第
10 条で正確な計量（努力義務）、第 16 条
で使用してはならない計量器等について規
定し、証明等のための計量の正確性を図っ
ている。 
ところで、施行通達 4 は、コンテナ貨物

についての本条の重量表示は、当該コンテ
ナにその最大積載重量が表示されていれば
足りるとしているが、文理上、本条をその
ように解すことはできないだろう。 
特に、船舶により輸送される貨物で 1 ト

ン以上のものの重量表示については、本条
約第 1 条第 2 項の特例規定（1.6.1 節参照）
でも近似的重量（英語正文では an ap-
proximate weight）による表示を許容してい
るだけであるから、本条が本条約の国内担
保法である限り、少なくとも海上コンテナ
の場合には最大積載荷重で足りると解すこ
とは困難である。実際の運用面でも、船舶
に積載する場合には、船体に偏荷重がかか
らないよう荷重のバランスを考慮して貨物
を配置する必要があることから 8、コンテナ

 
参考値を示すなど、単なる事実の表
明は該当しない。 

8 国土交通省（平成 17 年 3 月 30 日）「政
策群「安全かつ効率的な国際物流の実現」
に関する関係省庁調整会議が安全かつ効率
的な国際物流の実現のための施策パッケー
ジを策定しました」（https://www.mlit.go.
jp/kisha/kisha05/15/150330_.html）の別紙

の最大積載重量しか表示されず実際の重量
が不明となると、本条約の目的を達成する
ことはできない。 
また、1974 年の SOLAS条約及び船舶安

全関係法令においては、船舶により本邦外
に一定の大きさ以上のコンテナ貨物を輸送
する場合等においては、コンテナの荷送人
は船長及びコンテナヤード代表者に対して
コンテナの質量等を記載した資料を提出し
なければならないが、当該資料に記載する
重量は、コンテナに貨物を入れた状態でそ
の重量を計量するか、コンテナそのものと
その内容物の各重量を個別に計量して合計
するという、いずれも実際に計量する方法
により確定しなければならない（1.9.1 節参
照）。 
したがって、労働基準監督機関が「当該

コンテナにその最大積載重量が表示されて
いれば足りる」という解釈に基づいて指導
監督をすれば海上運送に余計な混乱を生じ
る。 
なお、本条と直接の関係はないが、コン

テナ内部の偏荷重や危険物の輸送等の諸問

 
1「安全かつ効率的な国際物流の実現のため
の施策パッケージ」においても、「国際海
上コンテナは開封せずに輸送することから、
コンテナ内の貨物の積付け・固縛の不良を
陸上輸送時に把握することは極めて困難な
状況である。積付け・固縛の不良は、積荷
のコンテナ内の移動による破損等やコンテ
ナドア開放時の貨物の荷崩れ事故につなが
るとともに、偏過重や積載バランスの不良
(片荷や高重心)による操縦安定性の低下を
もたらし、横転事故等につながる危険性が
高い。」との記載あり。 
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題については 1.6.5節，1.9.1節，1.10 節で
触れる。 
1.4.2.3 虚偽の表示 
虚偽の重量を記載した場合は、実質的に

重量を表示したことにならない上、「その
、、

重量」という要件を満たさないことから、
本条違反となると考えられる。 
1.4.3 「包装されていない貨物で、その重

量が一見して明らかであるもの」 
「その重量が一見して明らかなもの」と

は、丸太、石材、鉄骨材等のように外観よ
り重量の推定が可能であるものをいう 4。 
1.5 適用範囲 
本法では、第 115 条に、鉱山における保

安及び船員に対する（一部）適用除外規定
が置かれている。 
（適用除外） 

第百十五条 この法律（第二章の規定を除
く。）は、鉱山保安法第二条第二項及び
第四項の規定による鉱山における保安に
ついては、適用しない。 

２ この法律は、船員法(昭和二十二年法律
第百号)の適用を受ける船員については、
適用しない。 
その代わり、鉱山における保安に対して

は鉱山保安法（昭和 24 年 5 月 16 日法律第
70 号）、船員に対しては船員法（昭和 22
年 9月 1 日法律第 100 号）が適用される。 
1.5.1 鉱山に対する適用 
この「保安」には、安全に係る事項は原

則として含まれるが、衛生に係る事項は、
通気を除き、一般には含まれていないもの
と解されている。即ち、鉱山に対しては、

本法は原則として通気を除く衛生に係る事
項についてのみ適用されることとなる 9。 
本条が鉱山に関して適用されるかが問題

となるが、思うに、鉱山とは場の概念であ
るから、本法中保安に係る事項のうち場に
対して適用されるものや、鉱山の内部で完
結するような事項に対して本法の規定を適
用しないという趣旨と解される。「場」と
は、本法の基本的な適用単位である「事業
場」と同様に「工場、鉱山、事務所、店舗
等のごとく一定の場所において相関連する
組織のもとに継続的に行なわれる作業の一
体」10と定義できるだろう。したがって、保
安に関する事項であっても、本条のように
場を超えて荷役や輸送の安全を確保するた
めの規定は鉱山における行為にも適用され
るものと思われ、例えば鉱山から貨物を発
送する場合においても、本条は適用される
と解すべきだろう（「発送」に事業場構内
における荷の移動は含まれないことは
1.4.1節で述べたとおり。）。また、本条約
（1.6.1 節参照）に鉱山等についての特例等
を認める規定が含まれていないこと、鉱山
保安法に本条のような重量表示規定がない
こと等も、鉱山において貨物を発送する行
為に本条を適用することを要請していると
思われる。 

 
9 労働調査会出版局編『改訂 5版 労働安全
衛生法の詳解―労働安全衛生法の逐条解
説』（労働調査会，2020 年）1046頁 
10 昭和 47年 9月 18日付け発基第 91号「労
働安全衛生法の施行について」（https://w
ww.mhlw.go.jp/web/t_doc?dataId=00tb20
42&dataType=1）記の第二の三 
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題については 1.6.5節，1.9.1節，1.10 節で
触れる。 
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、、

重量」という要件を満たさないことから、
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（適用除外） 
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項についてのみ適用されることとなる 9。 
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9 労働調査会出版局編『改訂 5版 労働安全
衛生法の詳解―労働安全衛生法の逐条解
説』（労働調査会，2020 年）1046頁 
10 昭和 47年 9月 18日付け発基第 91号「労
働安全衛生法の施行について」（https://w
ww.mhlw.go.jp/web/t_doc?dataId=00tb20
42&dataType=1）記の第二の三 
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1.5.2 船員に対する適用 
本条が船員に関して適用されるかという

ことについては、思うに、本法を船員に対
して適用しないというのは、本法の適用に
おいて船員を労働者とみなさないというこ
とであるから、事業者と労働者との使用従
属関係を軸とする第 20 条から第 27 条まで
11をはじめとする規定は船員に適用されな
いが（事業場内に船員以外の労働者がいる
場合はその限りで当然適用される。）、本
条のように不特定多数の労働者を保護する
ために設けられた規定については、船員に
対する適用除外は問題とはならないだろう。
ただし、船員を保護客体でなく義務主体と
して考える場合には本法の適用が問題とな
り、例えば船員が貨物を発送しようとする
場合は、文理上、本条が適用されないこと
も考えられる。これは本条約に船員関係の
特例等を認める規定がなく、船員法に重量

 
11 ただし、建設アスベスト訴訟（神奈川第
1 陣）事件（最 1 小判令和 3年 5 月 17 日最
高裁判所民事判例集 75巻 5号 1359頁。ア
スベストばく露による被災者への保護具の
「装着させ」やアスベストのリスクの掲示
や表示による伝達にかかる国の規制権限不
行使について判断する中で、職場環境整備
や物の安全確保を目的とした規定は建設業
一人親方も保護対象とする旨を述べた）を
受けて、法第 22 条と関係する 11 の省令改
正（建設業事業者に対し、同じ建設現場で
働くか、そこに出入りするが、雇用関係に
ない一人親方等を保護対象として、指揮命
令関係がなくても講ずべき措置を段階的に
規定する等）を予定している（三柴丈典注
記）。 

表示規定がないことを考えると、適用が求
められているとも考えられるが、今後の検
討課題としたい。 
1.6 船舶ニ依リ運送セラルル重包裝貨物

ノ重量標示ニ關スル條約（ILO 第 27
号条約） 

本条は、船舶ニ依リ運送セラルル重包裝
貨物ノ重量標示ニ關スル條約（第 27 号，
Convention concerning the Marking of the 
Weight on Heavy Packages Transported by 
Vessels，1929）の国内担保法である。 
なお、国際労働基準の適用監視の概要と

関係資料へのアクセス方法は、3 節（付録）
に掲載したので必要に応じて参照されたい。 
本節は西暦表記とする。 

1.6.1 概要 
本条約は、ジュネーヴで行われた第 12 回

国際労働会議（International Labour Con-
ference. 以下「総会」という。）で審議さ
れ、1929 年 6月 21日午前の総会第 25 次会
議の最終評決において 98 対 24 で賛成が上
回り採択されたものである 12。 
本条約は、1932 年 3 月 9 日に効力発生、

日本では 1931 年 2 月 20 日に批准、同年 3
月 16 日に批准登録、同年 3 月 25 日に公布
され、1932年 3 月 9日に国内効力発生とな
っている 6。 
本条約の英語正文 13は次のとおりである。

日本語訳は、ILO 駐日事務所のウェブサイ
ト 14及び外務省の定訳 6を参照されたい。 

 
12 內務省社會局『1930 年第 12 回國際勞働
總會報吿書』p.197 
13 International Labour Organization－N
ORMLEX－C027 - Marking of Weight 
(Packages Transported by Vessels) Conv
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Convention concerning the Marking of the 
Weight on Heavy Packages Transported by 
Vessels, 1929 (No. 27) 

Preamble 
The General Conference of the Interna-
tional Labour Organisation, 
Having been convened at Geneva by the 
Governing Body of the International La-
bour Office, and having met in its Twelfth 
Session on 30 May 1929, and 
Having decided upon the adoption of cer-
tain proposals with regard to the marking of 
the weight on heavy packages transported 
by vessels, which is included in the first 
item of the agenda of the Session, and 
Having determined that these proposals 
shall take the form of an international 
Convention, 
adopts this twenty-first day of June of the 
year one thousand nine hundred and twen-
ty-nine the following Convention, which 
may be cited as the Marking of Weight 
(Packages Transported by Vessels) Con-
vention, 1929, for ratification by the 
Members of the International Labour Or-

 
ention, 1929 (No. 27)（https://www.ilo.o
rg/dyn/normlex/en/f?p=1000:12100:0::N
O::P12100_ILO_CODE:C027，2022 年 11
月 3日閲覧） 
14 International Labour Organization－IL
O 駐日事務所－1929年の重量標示（船舶運
送の包装貨物）条約（第 27 号）（https://
www.ilo.org/tokyo/standards/list-of-conve
ntions/WCMS_239152/lang--ja/index.htm，
2022 年 11 月 3 日閲覧） 

ganisation in accordance with the provi-
sions of the Constitution of the Interna-
tional Labour Organisation: 

Article 1 
1. Any package or object of one thousand 
kilograms (one metric ton) or more gross 
weight consigned within the territory of any 
Member which ratifies this Convention for 
transport by sea or inland waterway shall 
have its gross weight plainly and durably 
marked upon it on the outside before it is 
loaded on a ship or vessel. 
2. In exceptional cases where it is difficult 
to determine the exact weight, national 
laws or regulations may allow an approxi-
mate weight to be marked. 
3. The obligation to see that this require-
ment is observed shall rest solely upon the 
Government of the country from which the 
package or object is consigned and not on 
the Government of a country through 
which it passes on the way to its destina-
tion. 
4. It shall be left to national laws or regula-
tions to determine whether the obligation 
for having the weight marked as aforesaid 
shall fall on the consignor or on some other 
person or body. 

Article 2 
The formal ratifications of this Convention 
under the conditions set forth in the Con-
stitution of the International Labour Or-
ganisation shall be communicated to the 
Director-General of the International La-
bour Office for Registration. 

Article 3 
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1. This Convention shall be binding only 
upon those Members whose ratifications 
have been registered with the International 
Labour Office. 
2. It shall come into force twelve months 
after the date on which the ratifications of 
two Members of the International Labour 
Organisation have been registered with the 
Director-General. 
3. Thereafter, this Convention shall come 
into force for any Member twelve months 
after the date on which its ratification has 
been registered. 

Article 4 
As soon as the ratifications of two Members 
of the International Labour Organisation 
have been registered with the International 
Labour Office, the Director-General of the 
International Labour Office shall so notify 
all the Members of the International La-
bour Organisation. He shall likewise notify 
them of the registration of ratifications 
which may be communicated subsequently 
by other Members of the Organisation. 

Article 5 
1. A Member which has ratified this Con-
vention may denounce it after the expira-
tion of ten years from the date on which the 
Convention first comes into force, by an act 
communicated to the Director-General of 
the International Labour Office for regis-
tration. Such denunciation shall not take 
effect until one year after the date on which 
it is registered with the International La-
bour Office. 
2. Each Member which has ratified this 

Convention and which does not, within the 
year following the expiration of the period 
of ten years mentioned in the preceding 
paragraph, exercise the right of denuncia-
tion provided for in this Article, will be 
bound for another period of ten years and, 
thereafter, may denounce this Convention 
at the expiration of each period of ten years 
under the terms provided for in this Article. 

Article 6 
At such times as it may consider necessary 
the Governing Body of the International 
Labour Office shall present to the General 
Conference a report on the working of this 
Convention and shall examine the desira-
bility of placing on the agenda of the Con-
ference the question of its revision in whole 
or in part. 

Article 7 
1. Should the Conference adopt a new 
Convention revising this Convention in 
whole or in part, the ratification by a 
Member of the new revising Convention 
shall ipso jure involve denunciation of this 
Convention without any requirement of 
delay, notwithstanding the provisions of 
Article 5 above, if and when the new revis-
ing Convention shall have come into force. 
2. As from the date of the coming into force 
of the new revising Convention, the present 
Convention shall cease to be open to ratifi-
cation by the Members. 
3. Nevertheless, this Convention shall re-
main in force in its actual form and content 
for those Members which have ratified it 
but have not ratified the revising conven-
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tion. 
Article 8 

The French and English texts of this Con-
vention shall both be authentic. 
このように、本条約第 1条第 1 項では、1

トン以上の貨物が船舶に積載される前に重
量が表示されていなければならないと定め
られているだけであり、第 4 項では「重量
標示の義務が発送者又はその他の個人若し
くは団体のいずれに属すべきかは各国の法
令においてこれを決定することができる」
とされている。したがって、本条約に基づ
く重量表示の措置義務者は条約で規定され
るわけではなく、それをいかにするかは批
准した各国の国内法令に委ねられている。 
しかし、これは各国が措置義務者を恣意

的に決められるということではなく、各国
が、本条約の目的を確実に達成できるよう、
国内事情に鑑み、措置義務者（名宛人）を
適確に設定する責任を負っているものと解
すべきだろう。 
1.6.2 採択までの審議経過 
この項（1.6.2 節）は、内務省社會局『1930

年第 12 回國際勞働總會報吿書』に基づくも
のであるが、1.6.2.2 節以降は、同書の記述
の一部を抜き出して概ね時系列に整理し、
わかりやすさのため原則として現代語化し、
また若干の字句の意訳等を行ったものであ
る。 
殆ど転載した部分も多いが、同書がほぼ

議事録の体裁をとり、句読点のない旧字旧
仮名遣で書かれ、要所を容易に参照しにく
いような章立てがなされているため、ここ
に改めて必要な箇所を抜き出して紹介する
ため、敢えてこのような方法をとることと
した。 

1.6.2.1 国際労働事務局からの質問書及び
各国政府の回答書 

国際労働機関第 11 回総会においては産
業災害予防問題が大きく討議されたが、こ
の問題については、第 12回総会において引
き続き討議して最終決定を行うため、第 11
回総会の後、国際労働事務局から各国政府
に質問書が送付された 15。この質問書の中
には「船舶により輸送される重包装貨物に
その重量を記載することを荷送人に対し强
制する条約又は勧告に賛成するか」及び「賛
成の場合は一定限度以上は貨物に重量を記
載することとするがその限度はどうする
か」という旨の質問が含まれていた 16。 
これに対する各国政府の回答の概要は概

ね次のとおりであった 17。 
船舶により輸送される重包装貨物にその重
量を記載することを荷送人に対し強制する
条約又は勧告に賛成するか 
賛成 多数 
反対 カナダ・ケベック州 
効果を疑問
視 

オーストリア、スウェーデン 

貨物に重量を記載すべき対象貨物の重量 
2000kg以上 アイルランド 
1500kg以上 チェコスロヴァキア、ドイツ 
1000kg以上 ベルギー、デンマーク、フィ

ンランド、フランス、イギリ
ス、インド、ラトヴィア、ノ

 
15 內務省社會局『1930 年第 12 回國際勞働
總會報吿書』pp.73-74 
16 內務省社會局『1930 年第 12 回國際勞働
總會報吿書』pp.79-80 
17 內務省社會局『1930 年第 12 回國際勞働
總會報吿書』pp.100-102 
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15 內務省社會局『1930 年第 12 回國際勞働
總會報吿書』pp.73-74 
16 內務省社會局『1930 年第 12 回國際勞働
總會報吿書』pp.79-80 
17 內務省社會局『1930 年第 12 回國際勞働
總會報吿書』pp.100-102 
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ルウェー、スウェーデン 
500kg 以上 オランダ 
150kg 以上 エストニア 
100kg 以上 ポルトガル 
なお、ドイツ及びチェコスロヴァキアは、
内水港において取り扱われる包装貨物につ
いては海港よりも通常使用されている起重
機の能力が小さいことを挙げて重量を記載
すべき限度を低下させるべきと主張した。 
1.6.2.2 国際労働事務局の条約案草案 
国際労働事務局は、これらの回答を基礎

として、次の条約案の草案を作成し、第 12
回総会に提出した 18。 

船舶ニ依リ輸送セラルル重包裝貨物
ノ重量ノ表示ニ關スル條約案草案 

千「キログラム」（一「メートル」噸）以
上ノ全重量ヲ有スル包裝貨物又ハ物品ニシ
テ本條約ヲ批准スル締盟國ノ領土內ニ於テ
發送セラレ海上、河川又ハ其ノ他ノ內地水
路ニ依リ輸送セラルヘキモノニ對シテハ船
舶ニ積込ム前ニ其ノ全重量ヲ其ノ外部ニ明
瞭ニ讀ミ易ク且耐久的ニ表示スヘシ 
右ノ重量表示責任カ荷送主其ノ他ノ個人又
ハ團體ノ何レニ屬スヘキヤニ付テハ各國ノ
法令又ハ規則ニ於テ之ヲ定ムモノトス 
1.6.2.3 災害予防委員会における審議 19 

1929年 5月 31日午前の第 12回総会第 3
次会議において、船舶により輸送される重
包装貨物の重量の表示に関する条約案の件
を含む産業災害予防問題を審議するため災
害予防委員会の設置を決定し、同日午後の

 
18 內務省社會局『1930 年第 12 回國際勞働
總會報吿書』p.110 
19 內務省社會局『1930 年第 12 回國際勞働
總會報吿書』pp.165-169 

同第 4 次会議において同委員会の委員数を
政府側 34 名、使用者側及び労働者側を各
17 名、合計 68 名と決定し、翌 6 月 1 日午
前の同第 5 次会議において各委員を選任し
た 20,21。 
同委員会は 1929 年 6 月 1 日から同月 17

日まで 13 回の会議を重ねたが、船舶により
輸送される重包装貨物の重量の表示に関す
る条約案については、1929 年 6 月 15 日午
前の同委員会第 12 次会議で審議が開始さ
れた。 
ここでベルギーの使用者代表ジェラール

が本件について「各国政府から勧告とすべ
きという回答が多い」「条約案を批准しな
い国があるときは荷役労働者が重量の記載
なき包装貨物を条約案により表示すべき重
量以下と誤解して災害を惹起するだろう」
との旨を主張して条約ではなく勧告とすべ
きと提案し、加えて、アメリカ合衆国が ILO
に加盟していないことによる困難に注意を
喚起した。これに対し、ドイツの政府側顧
問ファイグが「実際上の困難はそれほど大
きいとは思われず、本条約案のような規定
は他の措置と同様に港湾規則中に含めるこ
とができるだろう。」との旨述べた。 
次に、ドイツの使用者側顧問クレディッ

ツが「包装貨物に重量を表示することが安
全を促進することは認めるが、実際上には
幾多の困難があり、例えば本案中の『物品』
（object）という語は木材貨物に適用すべき
が如く思われるが、これは実行困難である

 
20 內務省社會局『1930 年第 12 回國際勞働
總會報吿書』pp. 30-32 
21 內務省社會局『1930 年第 12 回國際勞働
總會報吿書』p.112 
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ことから、条約案とするよりも寧ろ勧告と
するべきと思惟する」との旨述べ、オラン
ダ使用者側代表レグートが「条約案として
採択された場合は既に採択されている他の
条約案と同様に多数の国の批准は他国の批
准に依存することとなるべく多くの国は貿
易がその国の港より奪われる場合には条約
案を批准することを躊躇するであろうから、
本案は勧告とするべきだ」と述べた。 
イギリス使用者側顧問ベイレイが「本問

題については条約案も勧告も採択すること
はできないと思惟する。提案の目的は荷役
労働者に対し一層大なる安全を確保するこ
とにあるがその効果は彼らの作業を一層危
険にさせるだろう。また、実際上実施する
ことができない幾多の理由があることから
委員会は本問題を放棄すべきと思惟する」
との旨を述べ、ベルギー政府側顧問ヴァン
デワイヤーが「条約案はこれを批准した国
の領土内において積み込まれた包装貨物に
適用すべきことはわかるが、この領土内に
おいて卸された包装貨物にもまた適用する
ものとすれば、殆ど打開しがたい実際上の
困難があるだろうと思料する」との旨を述
べ、フランス労働者側顧問キーヤンは「労
働者側は条約案に賛成である。これを実施
するに当たっては困難があるだろうがそれ
は一切の条約案についても同様でありおそ
らく若干の国が実施し始めるときは他国も
また実施するようになるだろう」として条
約案とすべきことを主張した。 
次に、ドイツ政府側顧問ファイグが「今

までに挙げられた実際上の困難は他の条約
が直面するところよりも少ないだろうと思
惟する」との旨を述べたところ、ベルギー
使用者側代表ジェラールはファイグの意見

に反対し、本案を勧告とすることに賛成で
ある旨を述べた。 
委員長は「事務局案によれば条約案を批

准しかつ海上又は内地水路により包装貨物
を発送する国の政府のみが重量表示に対し
責任を有するものであり、他の国の政府は
そうではない。換言すれば、通過国は責任
がない」と説明したところ、ドイツ政府側
顧問ファイグはこの意見に賛成せず「重量
が表示されるか否かを検査する責任を有す
るべきなのは包装貨物が積み込まれた港湾
の当局者であると思惟する。これは、保護
されるべきなのは荷役労働者であることの
当然の帰結である」と論じ、オランダ政府
側顧問ショルテは委員長の解釈に賛成し、
ベルギー使用者側代表ジェラールは「これ
ら 2 種の解釈はともに異なれる理由のため
実行不可能である。ともかく本問題は条約
案とするには余りに複雑であることは明ら
かである」と述べ、委員長は自己の解釈を
固執し「本提案にして採択されるならば起
草委員会は誤解の余地のないようにこれを
作成することを要す」と述べた。 
このような議論を経て、条約案の代わり

に勧告を採択すべきとするジェラールの提
案が表決に付されたが、45 対 40 により否
決された。 
次に、ベルギー使用者側代表ジェラール

は「又ハ物品」という語は昨年採択された
質問書中に見られないこと及びこれは樹幹
又はその他の木材貨物に適用されることを
以て実際上著しい困難を生ずることを理由
としてこれを削除することを提案したとこ
ろ、委員長は「「包装貨物」（package）と
いう語は包装された貨物に適用するのに対
して「物品」（object）という語は包装され
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ことから、条約案とするよりも寧ろ勧告と
するべきと思惟する」との旨述べ、オラン
ダ使用者側代表レグートが「条約案として
採択された場合は既に採択されている他の
条約案と同様に多数の国の批准は他国の批
准に依存することとなるべく多くの国は貿
易がその国の港より奪われる場合には条約
案を批准することを躊躇するであろうから、
本案は勧告とするべきだ」と述べた。 
イギリス使用者側顧問ベイレイが「本問

題については条約案も勧告も採択すること
はできないと思惟する。提案の目的は荷役
労働者に対し一層大なる安全を確保するこ
とにあるがその効果は彼らの作業を一層危
険にさせるだろう。また、実際上実施する
ことができない幾多の理由があることから
委員会は本問題を放棄すべきと思惟する」
との旨を述べ、ベルギー政府側顧問ヴァン
デワイヤーが「条約案はこれを批准した国
の領土内において積み込まれた包装貨物に
適用すべきことはわかるが、この領土内に
おいて卸された包装貨物にもまた適用する
ものとすれば、殆ど打開しがたい実際上の
困難があるだろうと思料する」との旨を述
べ、フランス労働者側顧問キーヤンは「労
働者側は条約案に賛成である。これを実施
するに当たっては困難があるだろうがそれ
は一切の条約案についても同様でありおそ
らく若干の国が実施し始めるときは他国も
また実施するようになるだろう」として条
約案とすべきことを主張した。 
次に、ドイツ政府側顧問ファイグが「今

までに挙げられた実際上の困難は他の条約
が直面するところよりも少ないだろうと思
惟する」との旨を述べたところ、ベルギー
使用者側代表ジェラールはファイグの意見

に反対し、本案を勧告とすることに賛成で
ある旨を述べた。 
委員長は「事務局案によれば条約案を批

准しかつ海上又は内地水路により包装貨物
を発送する国の政府のみが重量表示に対し
責任を有するものであり、他の国の政府は
そうではない。換言すれば、通過国は責任
がない」と説明したところ、ドイツ政府側
顧問ファイグはこの意見に賛成せず「重量
が表示されるか否かを検査する責任を有す
るべきなのは包装貨物が積み込まれた港湾
の当局者であると思惟する。これは、保護
されるべきなのは荷役労働者であることの
当然の帰結である」と論じ、オランダ政府
側顧問ショルテは委員長の解釈に賛成し、
ベルギー使用者側代表ジェラールは「これ
ら 2 種の解釈はともに異なれる理由のため
実行不可能である。ともかく本問題は条約
案とするには余りに複雑であることは明ら
かである」と述べ、委員長は自己の解釈を
固執し「本提案にして採択されるならば起
草委員会は誤解の余地のないようにこれを
作成することを要す」と述べた。 
このような議論を経て、条約案の代わり

に勧告を採択すべきとするジェラールの提
案が表決に付されたが、45 対 40 により否
決された。 
次に、ベルギー使用者側代表ジェラール

は「又ハ物品」という語は昨年採択された
質問書中に見られないこと及びこれは樹幹
又はその他の木材貨物に適用されることを
以て実際上著しい困難を生ずることを理由
としてこれを削除することを提案したとこ
ろ、委員長は「「包装貨物」（package）と
いう語は包装された貨物に適用するのに対
して「物品」（object）という語は包装され
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ていない貨物に関係するものであるが、こ
れには木材のようにバラ（loose articles）の
貨物は含まれるものではないと思惟する」
と述べ、「又ハ物品」の語を削除するとい
う提案は、39 対 39 で不成立となった。 
次に、日本政府側顧問木村淸司が条約案

第 1 項に「重量ヲ定ムルコト困難ナル特別
ノ場合ニ於テハ當該國ノ法律ハ本規則ニ對
スル例外ヲ認ムルコトヲ得」という字句を
附加することを提案した。委員長はドイツ
政府側顧問スティラーの質問に答え、「本
案は全重量を明瞭に表示すべきことを提案
するものにして概算重量の問題は存在しえ
ない」と述べ、木村淸司の修正案は 41 対
39 で否決された。 
次に、ベルギー使用者側代表ジェラール

が「其ノ他ノ個人又ハ團體」という字句を
削除することを提案し、オランダ使用者側
代表レグートは原荷送主以外の者の一切の
責任を明瞭に排除する必要を力説したが、
この提案は 43 対 39 で否決された。 
次に、スウェーデン使用者側代表ラルソ

ンが「本條約ハ之ヲ批准セサル國ヨリ發送
セル通過貨物ニ適用セス」の 1 項を附加す
ることを提案した。委員長は「この修正案
は実際上贅物でありかつ一般に起草委員会
がこの点を明瞭にすることを希望してい
る」と述べたところ、ベルギー労働者側顧
問ボンダスが「この修正案は原文を制限す
るものであると思惟するが、起草委員会に
期待するところは何なのか知りたい」と述
べ、これに対して委員長は「この修正案は
何ら原案を変更するものではないが故に起
草委員会においてはこの趣旨を明らかにす
るべきである」と答えた。 

次に、日本政府側顧問木村淸司は議事録
中に「日本政府は各国が本案の目的上その
自国語を使用する自由を有するべきものと
思惟する」旨を記載することを希望した。 
委員長はもはや修正案がないことを以て

本条約案は事務局原案どおり採択されたる
ものと認める旨を述べた。 
1.6.2.4 災害予防委員会が決定した条約案

22 
船舶ニ依リ輸送セラルル重包裝貨物
ノ重量ノ表示ニ關スル條約案草案 

千「キログラム」（一「メートル」噸）以
上ノ全重量ヲ有スル包裝貨物又ハ物品ニシ
テ本條約ヲ批准スル締盟國ノ領土內ニ於テ
發送セラレ海上又ハ內地水路ニ依リ輸送セ
ラルヘキモノニ對シテハ船舶ニ積込ム前ニ
其ノ全重量ヲ其ノ外部ニ明瞭且耐久的ニ表
示スヘシ 
右ノ要件カ遵守セラルルカヲ遵守スルノ義
務ハ專ラ重包裝貨物又ハ物品ノ發送セラレ
タル國ノ政府ニ存シ右ノモノカ其ノ目的地
ニ達スル迄ニ通過スル國ノ政府ニ存セサル
モノトス 
右ノ重量表示責任カ荷送主其ノ他ノ個人又
ハ團體ノ何レニ屬スヘキヤニ付テハ當該國
ノ法令又ハ規則ニ於テ之ヲ定ムモノトス 
1.6.2.5 総会における審議・採択 23 
総会は、1929 年 6月 19日午前の第 21 次

会議において本条約案に関する審議を行っ
た 24,25。 

 
22 內務省社會局『1930 年第 12 回國際勞働
總會報吿書』p.182 
23 內務省社會局『1930 年第 12 回國際勞働
總會報吿書』pp.193-197 
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まず、委員会委員長兼報告委員であるイ
ギリス政府側代表サー・マルコルム・デレ
ヴィンニュが「条約案の趣旨につき何も言
う必要はないと思うが、条約案は多数の国
家が批准しなければその価値がないことか
ら、条約案が総会で採択されるに至った場
合には、可能な限り関係国が同時に批准す
るよう最善の努力をすべきものであると思
惟する」旨を述べ、次に議長が本条約案に
ついて、日本政府から第 1 項に「精確ナル
重量ヲ定ムルコト困難ナル例外的ノ場合ニ
於テハ當該國ノ法令又ハ規則ハ槪算重量ヲ
表示スルコトヲ認ムルコトヲ得」の 1 項を
加えるという修正案があったことを述べ、
日本国政府側代表吉阪俊藏はこの修正案の
提出理由を次のとおり述べた。 
本修正案ノ目的トスル處ハ精確ナル重量ヲ
定ムルニ由ナキ場合ニハ重包裝貨物ニ槪算
重量ヲ表示スルコトヲ認ムル例外ヲ規定セ
ントスルニ在リ製造業者及廻送業者ヲシテ
其ノ製造シ又ハ取扱フ重貨物ノ精確ナル重
量ヲ確ムル爲何等ノ設備ヲ有セサル場合
―極メテ稀ナルコトニシテモ―アリ得
ヘシ 
右ノ例外ノ實際的適用ハ斯ル重貨物ヲ取扱
フコト極メテ稀ニシテ從テ捲揚用機械ノ存
在セサル河川又ハ湖水ニ於テ重貨物ヲ一地
點ヨリ他ノ地點ヘ輸送スル場合ニ限ラルヘ
シ例ヘハ記念碑、庭園等ニ使用スル爲遠隔
ノ山腹ヨリ採取セル石ヲ手近ニ計量機ナキ
場所ニ於テ運搬スル場合ノ如キ其ノ一例ナ

 
24 內務省社會局『1930 年第 12 回國際勞働
總會報吿書』pp.183-184 
25 內務省社會局『1930 年第 12 回國際勞働
總會報吿書』p.113 

リ 
吾人ハ斯ル例外ヲ明瞭ニ認ムルニ非サレハ
多數ノ國ノ批准ヲ得ルニ付困難存スヘシト
信ス條約案ノ條文ヲ嚴守スルコトハ現在ノ
儘ニテハ明カニ不可能ナリ吾人カ本修正案
ヲ提出スルノ意向ハ根本的原則ヲ損フコト
ナクシテ能フ限リ條約案ノ條文ヲ遵守セシ
メントスルニ在リ本項ノ揷入ニ依リテ安全
ノ程度カ低減セラレサルヤヲ虞ルル要ナシ
右ハ却テ批准ノ可能性ヲ增加シ斯クテ條約
案ノ終極目的タル安全原則ノ實際的適用ヲ
促進ス 
右ノ事情ニ基キ余ハ總會ニ對シ本修正案ノ
重要性ヲ考慮シ且之ヲ條約案ノ本文中ニ揷
入スヘシトスル吾人ノ提案ヲ支持センコト
ヲ要求ス 
ドイツ政府側顧問ファイグは「本条約案

はドイツ政府の発案によるものであり、実
際上の結果を得るためには勧告では不十分
であり条約案の必要がある」とし更に「こ
れに関し重要な問題はこれらの措置の実行
について責任ある国がどこになるかという
問題であるが、委員会は重包装貨物又は物
品が初めて発送される国が責任を有すべき
ことを提案したが、私としては、重包装貨
物又は物品が船舶に積み込まれかつこれら
の措置により労働者が保護されるべき国に
責任を課すことが一層理論的であると思惟
する」旨を述べ、ベルギー使用者側代表ジ
ェラールは「使用者団を代表して本条約案
のような条約案の成功は多数の国の同時的
批准を得ることに依存するが、これはアメ
リカ合衆国のような極めて重要な国が批准
しないだろうことからして極めて困難にな
るだろう」として更に「多くの国は自国の
諸港に利害関係があることを以て本条約案
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まず、委員会委員長兼報告委員であるイ
ギリス政府側代表サー・マルコルム・デレ
ヴィンニュが「条約案の趣旨につき何も言
う必要はないと思うが、条約案は多数の国
家が批准しなければその価値がないことか
ら、条約案が総会で採択されるに至った場
合には、可能な限り関係国が同時に批准す
るよう最善の努力をすべきものであると思
惟する」旨を述べ、次に議長が本条約案に
ついて、日本政府から第 1 項に「精確ナル
重量ヲ定ムルコト困難ナル例外的ノ場合ニ
於テハ當該國ノ法令又ハ規則ハ槪算重量ヲ
表示スルコトヲ認ムルコトヲ得」の 1 項を
加えるという修正案があったことを述べ、
日本国政府側代表吉阪俊藏はこの修正案の
提出理由を次のとおり述べた。 
本修正案ノ目的トスル處ハ精確ナル重量ヲ
定ムルニ由ナキ場合ニハ重包裝貨物ニ槪算
重量ヲ表示スルコトヲ認ムル例外ヲ規定セ
ントスルニ在リ製造業者及廻送業者ヲシテ
其ノ製造シ又ハ取扱フ重貨物ノ精確ナル重
量ヲ確ムル爲何等ノ設備ヲ有セサル場合
―極メテ稀ナルコトニシテモ―アリ得
ヘシ 
右ノ例外ノ實際的適用ハ斯ル重貨物ヲ取扱
フコト極メテ稀ニシテ從テ捲揚用機械ノ存
在セサル河川又ハ湖水ニ於テ重貨物ヲ一地
點ヨリ他ノ地點ヘ輸送スル場合ニ限ラルヘ
シ例ヘハ記念碑、庭園等ニ使用スル爲遠隔
ノ山腹ヨリ採取セル石ヲ手近ニ計量機ナキ
場所ニ於テ運搬スル場合ノ如キ其ノ一例ナ

 
24 內務省社會局『1930 年第 12 回國際勞働
總會報吿書』pp.183-184 
25 內務省社會局『1930 年第 12 回國際勞働
總會報吿書』p.113 

リ 
吾人ハ斯ル例外ヲ明瞭ニ認ムルニ非サレハ
多數ノ國ノ批准ヲ得ルニ付困難存スヘシト
信ス條約案ノ條文ヲ嚴守スルコトハ現在ノ
儘ニテハ明カニ不可能ナリ吾人カ本修正案
ヲ提出スルノ意向ハ根本的原則ヲ損フコト
ナクシテ能フ限リ條約案ノ條文ヲ遵守セシ
メントスルニ在リ本項ノ揷入ニ依リテ安全
ノ程度カ低減セラレサルヤヲ虞ルル要ナシ
右ハ却テ批准ノ可能性ヲ增加シ斯クテ條約
案ノ終極目的タル安全原則ノ實際的適用ヲ
促進ス 
右ノ事情ニ基キ余ハ總會ニ對シ本修正案ノ
重要性ヲ考慮シ且之ヲ條約案ノ本文中ニ揷
入スヘシトスル吾人ノ提案ヲ支持センコト
ヲ要求ス 
ドイツ政府側顧問ファイグは「本条約案

はドイツ政府の発案によるものであり、実
際上の結果を得るためには勧告では不十分
であり条約案の必要がある」とし更に「こ
れに関し重要な問題はこれらの措置の実行
について責任ある国がどこになるかという
問題であるが、委員会は重包装貨物又は物
品が初めて発送される国が責任を有すべき
ことを提案したが、私としては、重包装貨
物又は物品が船舶に積み込まれかつこれら
の措置により労働者が保護されるべき国に
責任を課すことが一層理論的であると思惟
する」旨を述べ、ベルギー使用者側代表ジ
ェラールは「使用者団を代表して本条約案
のような条約案の成功は多数の国の同時的
批准を得ることに依存するが、これはアメ
リカ合衆国のような極めて重要な国が批准
しないだろうことからして極めて困難にな
るだろう」として更に「多くの国は自国の
諸港に利害関係があることを以て本条約案
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を批准することを躊躇するだろうし、他方、
非海運国は提案の保護措置について自国労
働者に直接の関係がないことを以てこれを
批准しないだろう」として本条約案を否決
すべきと主張した。 
フランス政府側代表フォンテーヌは「私

は修正案については賛否いずれの投票をも
しない。思うに、この修正案が採択されて
もされなくても実際上には変化がないだろ
うからである。原案は決して精確な重量を
表示することを要求するものではなく、一
切の事情を考えると精確なる重量を表示す
ることを期待することは合理的でも可能で
もない。従って修正案が採択されても実際
上には変化はない。」と述べ、イギリス使
用者側顧問ジェンキン・ジョーンスはジェ
ラールの意見に附言して「原案によれば重
量表示の責任は荷送主にあるが、荷送主は
どの国のどの市町村にもあちらこちらに散
在しているから、このような規定は全く実
施しがたいものであると思惟する。他方で、
ある場合には重包装貨物に精確な重量を表
示することは不可能であり日本政府の修正
案は原案がいかに実行しがたいかを示すも
のであり、なお精確な重量を表示すること
ができない場合に概算重量を表示すること
は表示がないよりも却って危険である。」
として条約案に反対し、オランダ政府側代
表ノーレンスは、ジェラールが非海運国は
提案のような保護措置について自国労働者
に直接関係が無いから本条約案を批准しな
いだろうと述べたことに対して、「各国間
の連帯に訴えなければならない」とし、更
に「本条約案については他の条約案よりも
一層一般的に批准される必要があることか
ら、本条約案の標準規定中には条約が効力

を発生するのに必要な批准数を多くし、又
は本条約案を実施するためには各締盟国間
に特恵条約を締結することを要することと
するべきである」とし、最後に「本条約案
は決して科学的に精確な重量を表示するこ
とを要求するものではなく、近似重量を要
求するに過ぎないものであるが、なおこの
点についての懸念を除去し条約案を批准、
そしてその実際上の適用を一層容易にする
ため日本政府の修正案を受け入れることを
望まんと思惟する」旨述べた。ここで日本
政府の修正案を表決に付したところ、80対
3 で可決された。 
次に、その修正された条約案全体につい

て採決したところ、82 対 24 で可決され、
一旦起草委員会に附議した後、総会に上程
した。 
本案は、その後 1929 年 6月 21 日午前の

総会第 25 次会議において最終表決に付さ
れ、その結果 98 対 24 を以て採択された。 
1.6.3 批准国 
国際労働機関の公式ウェブサイト（2022

年 11月 3日閲覧）26によれば、66 か国が本
条約を批准しているが、このうち南アフリ
カ共和国では未発効であり 27、デンマーク

 
26 International Labour Organization－N
ORMLEX－Ratifications of C027 - Marki
ng of Weight (Packages Transported by 
Vessels) Convention, 1929 (No. 27)（htt
ps://www.ilo.org/dyn/normlex/en/f?p=10
00:11300:0::NO:11300:P11300_INSTRUM
ENT_ID:312172，2022 年 11月 3日閲覧） 
27 International Labour Organization－N
ORMLEX－Ratifications for South Africa
（https://www.ilo.org/dyn/normlex/en/f?
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のうちグリーンランドには適用されていな
い 28。 
図 2 に、本条約の批准状況を世界地図で

表した（試作）。 
1.6.4 日本に対する適用監視 
本条約の年次報告等で使用されている指

定様式 29の質問事項の概要は表 1 のとおり
である。 
表 1 ILO条約第 27号に関する報告のため
の指定様式の各設問内容の概要等 29 
問 各設問内容の概要 
I 本条約実施のための国内法令のリス

ト、条約批准のための国内法令の整備
状況 

II 本条約第 1 条各項の実施のための国
内法令の整備その他の措置の具体的
な内容、国内効力発生のための憲法上
の根拠、本条約の適用範囲及び適用に
関する特例措置、関係者への周知並び
に実効性確保のための措置（監督、罰
則など）に関する状況、CEACR 又は

 
p=NORMLEXPUB:11200:0::NO::P11200_
COUNTRY_ID:102888，2021 年 12 月 29
日閲覧） 
28 International Labour Organization－N
ORMLEX－Ratifications for Greenland（h
ttps://www.ilo.org/dyn/normlex/en/f?p=1
000:11200:0::NO:11200:P11200_COUNT
RY_ID:103695，2021 年 12 月 29日閲覧） 
29 International Labour Organization－N
ORMLEX－Report Form for the marking
 of weight convention, 1929 (No. 27)（h
ttps://www.ilo.org/dyn/normlex/en/f?p=
NORMLEXPUB:51:0::NO:51:P51_CONT
ENT_REPOSITORY_ID:2542988:NO） 

CAS から指示を受けた事項に関する
報告事項及び対応状況 

III 本条約の国内実施法令を所管する監
督組織と監督実施方法 

IV 本条約の関係事項に関する裁判所等
の判決の有無（ある場合はその判決
文） 

V 監督実施状況に関する一般的評価 
VI この報告の写しの労使団体への送付

状況、本条約の実施に関する労使の意
見 

備考 条約の批准後初めての報告では詳細
な報告が必要である。その後の報告では
通常、従前との異同のほか、統計、監督
実施状況、司法・行政上の決定、労使団
体への写しの送付状況及び労使団体の意
見への回答CEACRやCASから指示を受
けた事項への回答等を記載することにな
っている（本様式中にこの旨記載）。 
日本は、最近では 2007 年 30、2008 年、

2009 年 31及び 2012 年 32に本条約の適用状

 
30 2007 年日本政府年次報告案（ILO 第 27
号条約，1998 年 6月 1日～2007 年 5月 31
日）（https://www.mhlw.go.jp/shingi/200
7/09/dl/0912-12d.pdf），リンク元は、厚
生労働省－国際課－第 9回 ILO懇談会議事
次第（https://www.mhlw.go.jp/shingi/200
7/09/0912-12.html） 
31 International Labour Organization－N
ORMLEX－Observation (CEACR) - ado
pted 2009, published 99th ILC session 
(2010)（https://www.ilo.org/dyn/normlex/
en/f?p=1000:13100:0::NO:13100:P13100_
COMMENT_ID,P13100_COUNTRY_ID:
2308677,102729，2022 年 11月 3日閲覧） 
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のうちグリーンランドには適用されていな
い 28。 
図 2 に、本条約の批准状況を世界地図で

表した（試作）。 
1.6.4 日本に対する適用監視 
本条約の年次報告等で使用されている指

定様式 29の質問事項の概要は表 1 のとおり
である。 
表 1 ILO条約第 27号に関する報告のため
の指定様式の各設問内容の概要等 29 
問 各設問内容の概要 
I 本条約実施のための国内法令のリス

ト、条約批准のための国内法令の整備
状況 

II 本条約第 1 条各項の実施のための国
内法令の整備その他の措置の具体的
な内容、国内効力発生のための憲法上
の根拠、本条約の適用範囲及び適用に
関する特例措置、関係者への周知並び
に実効性確保のための措置（監督、罰
則など）に関する状況、CEACR 又は

 
p=NORMLEXPUB:11200:0::NO::P11200_
COUNTRY_ID:102888，2021 年 12 月 29
日閲覧） 
28 International Labour Organization－N
ORMLEX－Ratifications for Greenland（h
ttps://www.ilo.org/dyn/normlex/en/f?p=1
000:11200:0::NO:11200:P11200_COUNT
RY_ID:103695，2021 年 12 月 29日閲覧） 
29 International Labour Organization－N
ORMLEX－Report Form for the marking
 of weight convention, 1929 (No. 27)（h
ttps://www.ilo.org/dyn/normlex/en/f?p=
NORMLEXPUB:51:0::NO:51:P51_CONT
ENT_REPOSITORY_ID:2542988:NO） 

CAS から指示を受けた事項に関する
報告事項及び対応状況 

III 本条約の国内実施法令を所管する監
督組織と監督実施方法 

IV 本条約の関係事項に関する裁判所等
の判決の有無（ある場合はその判決
文） 

V 監督実施状況に関する一般的評価 
VI この報告の写しの労使団体への送付

状況、本条約の実施に関する労使の意
見 

備考 条約の批准後初めての報告では詳細
な報告が必要である。その後の報告では
通常、従前との異同のほか、統計、監督
実施状況、司法・行政上の決定、労使団
体への写しの送付状況及び労使団体の意
見への回答CEACRやCASから指示を受
けた事項への回答等を記載することにな
っている（本様式中にこの旨記載）。 
日本は、最近では 2007 年 30、2008 年、

2009 年 31及び 2012 年 32に本条約の適用状

 
30 2007 年日本政府年次報告案（ILO 第 27
号条約，1998 年 6月 1日～2007 年 5月 31
日）（https://www.mhlw.go.jp/shingi/200
7/09/dl/0912-12d.pdf），リンク元は、厚
生労働省－国際課－第 9回 ILO懇談会議事
次第（https://www.mhlw.go.jp/shingi/200
7/09/0912-12.html） 
31 International Labour Organization－N
ORMLEX－Observation (CEACR) - ado
pted 2009, published 99th ILC session 
(2010)（https://www.ilo.org/dyn/normlex/
en/f?p=1000:13100:0::NO:13100:P13100_
COMMENT_ID,P13100_COUNTRY_ID:
2308677,102729，2022 年 11月 3日閲覧） 
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況に関する年次報告書を提出しているので、
以下簡単に、これらの内容についての日本
国内での検討状況及び CEACR の審査状況
を見ていく。 

2007 年 9 月の第 9 回 ILO 懇談会におい
て、本条約に関する 2007 年日本政府年次報
告案（表 2）（報告書の正式提出版は筆者
による拙い調査では不見当であった。）に
ついて検討されたが、その際、日本労働組
合総連合会（略称 連合）による意見書 33

（表 3）が提出された（使用者側（経団連）
からは意見なし。）。 
表 2 2007 年日本政府年次報告案（ILO 第
27 号条約，1998 年 6月 1 日～2007 年 5月
31 日）の内容（設問別） 
問 内容 
I 前回報告に追加すべき事項なし。 
II 前回報告に追加すべき事項なし。 
III 監督組織については、2007 年 5月 31

日現在、労働基準監督署の数が 323
署、他に支署が４署、労働基準監督官

 
32 International Labour Organization－N
ORMLEX－Direct Request (CEACR) - a
dopted 2013, published 103rd ILC sessio
n (2014)（https://www.ilo.org/dyn/norml
ex/en/f?p=1000:13100:0::NO:13100:P131
00_COMMENT_ID,P13100_COUNTRY_I
D:3150397,102729，2022年 11月 3日閲覧） 
33 日本労働組合総連合会「日本における 2
7 号条約の適用に関する意見」（2007 年 9
月）（https://www.mhlw.go.jp/shingi/200
7/09/dl/0912-12n.pdf），リンク元は、厚
生労働省－国際課－第 9回 ILO懇談会議事
次第（https://www.mhlw.go.jp/shingi/200
7/09/0912-12.html） 

の数が 3,832人、産業安全専門官の数 
が 390 人となっている。 

IV 前回報告に追加すべき事項なし。 
V 前回報告に追加すべき事項なし。 
VI 写し送付先： 

（使用者団体）日本経済団体連合会 
（労働者団体）日本労働組合総連合会 

表 3 日本労働組合総連合会「日本におけ
る〔ILO〕27 号条約の適用に関する意見」
（2007 年 9月） 
日本における 27 号条約の適用に関する意
見 

2007年 9 月 
日本労働組合総連合会 

1966年のコンテナ船就航以来、世界の物
流は個品輸送からコンテナ輸送に切り替わ
った。1931 年に 27 号条約が批准された当
時と比べて荷役作業形態がコンテナ化によ
り大幅に変化したものの、港湾労働の中で
重量貨物（１トン以上）の取扱作業は依然
として残っている。 

27 号条約並びに関連する国内法規が、港
湾運送事業者、港湾労働者、港湾労働組合
に周知徹底されているかどうかは、極めて
疑問である。 
実際の港湾作業の中で、法律がどのよう

に遵守されているかについては不明である
が、港湾作業の中で、重包装貨物（１トン
以上）の重量表示は概ね行われているよう
である。 
本条約や国内法規の遵守は、貨物の所有

者（荷主）、又は荷主から依頼されて貨物
の梱包をする業者、貨物の輸送手続きを引
き受ける海運貨物取扱業者（あるいはフォ
ワーダー）が条約、規則を熟知し、貨物に
対して重量表示を施さない限り困難である
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と考える。 
前述の通り、輸出入貨物の多くがコンテ

ナ化されていることから、個品貨物の重量
チェックは不可能となっている。従って、
この条約の主旨に合致させるためには、コ
ンテナの外壁に重量（純トン、総トン）を
表示すべきである。ISO 基準（30.48 トン）
を超える重量の貨物が積み込まれていたた
め、コンテナの底板が抜ける事故が発生し
たこともある。 
また、海上コンテナに重量表示がないこ

とから、コンテナトラックの運転手は、積
荷の中身や重さを知らされないまま運送し
ていることが多い。このため、海上コンテ
ナの陸送時に、トラックの運転手が過積載
で摘発される事例も数多く見られる上、事
故が起きた場合の責任は海上コンテナ運送
業者と運転手に全面的に負わされる。 
海上コンテナ貨物の安全輸送を確保する

ためには、個々の内蔵貨物の重量表示だけ
では十分でない。輸送実態に合致した条約
及び国内法規の整備が必要である。 

以上 
日本政府が連合のこの意見を 2007 年の

年次報告に掲載して報告を行ったところ、
CEACRは 2008年の CEACR報告書 34にお

 
34 International Labour Organization－Re
port of the Committee of Experts on th
e Application of Conventions and Recom
mendations, 2008－Part 1A（総合報告及び
特定の国々に対する意見（observation））
（https://www.ilo.org/public/libdoc/ilo/P/
09661/09661(2008-97-1A).pdf），日本の I
LO第 27号条約の適用状況に関する意見は
690 頁，リンク元：Information and repor

いて、日本政府に対し、コンテナ荷役等の
現代的な荷役方法に対する本条約の実施の
あり方及びそれに関する諸問題について、
2008 年の CEACR の第 79 回会議に報告す
るよう要請した 35。 
日本側は 2008年 8月の第 11回 ILO懇談

会 36でこれを検討した。この時の 2008 年日
本政府年次報告案（本条約，2007年 6 月 1
日～2008 年 5 月 31 日）37の概要は表 4 の
とおりである。 
表 4 2008 年日本政府年次報告案（ILO 第
27 号条約，2007 年 6月 1 日～2008 年 5月
31 日）37の概要（設問別） 
問 内容（概略） 

 
ts on the application of Conventions and
 Recommendations（https://www.ilo.org/p
ublic/libdoc/ilo/P/09661/） 
35 International Labour Organization－N
ORMLEX－Observation (CEACR) - ado
pted 2007, published 97th ILC session 
(2008)（https://www.ilo.org/dyn/normlex/
en/f?p=1000:13100:0::NO::P13100_COM
MENT_ID,P13100_LANG_CODE:227904
9,en:NO，2022 年 11月 3 日閲覧） 
36 厚生労働省－ILO 懇談会（https://www.
mhlw.go.jp/stf/shingi/other-kokusai_1282
77.html，2022 年 11 月 3 日閲覧）－第 11
回（2008 年 8 月 29 日）議事要旨及び資料
参照 
37 2008 年日本政府年次報告案（ILO 第 27
号条約，2007 年 6月 1日～2008 年 5月 31
日）（https://www.mhlw.go.jp/shingi/200
8/08/dl/s0829-14b.pdf），リンク元は、厚
生労働省－国際課－第 11 回 ILO 懇談会議
事次第（https://www.mhlw.go.jp/shingi/20
08/08/s0829-14.html） 
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と考える。 
前述の通り、輸出入貨物の多くがコンテ

ナ化されていることから、個品貨物の重量
チェックは不可能となっている。従って、
この条約の主旨に合致させるためには、コ
ンテナの外壁に重量（純トン、総トン）を
表示すべきである。ISO 基準（30.48 トン）
を超える重量の貨物が積み込まれていたた
め、コンテナの底板が抜ける事故が発生し
たこともある。 
また、海上コンテナに重量表示がないこ

とから、コンテナトラックの運転手は、積
荷の中身や重さを知らされないまま運送し
ていることが多い。このため、海上コンテ
ナの陸送時に、トラックの運転手が過積載
で摘発される事例も数多く見られる上、事
故が起きた場合の責任は海上コンテナ運送
業者と運転手に全面的に負わされる。 
海上コンテナ貨物の安全輸送を確保する

ためには、個々の内蔵貨物の重量表示だけ
では十分でない。輸送実態に合致した条約
及び国内法規の整備が必要である。 

以上 
日本政府が連合のこの意見を 2007 年の

年次報告に掲載して報告を行ったところ、
CEACRは 2008年の CEACR報告書 34にお

 
34 International Labour Organization－Re
port of the Committee of Experts on th
e Application of Conventions and Recom
mendations, 2008－Part 1A（総合報告及び
特定の国々に対する意見（observation））
（https://www.ilo.org/public/libdoc/ilo/P/
09661/09661(2008-97-1A).pdf），日本の I
LO第 27号条約の適用状況に関する意見は
690 頁，リンク元：Information and repor

いて、日本政府に対し、コンテナ荷役等の
現代的な荷役方法に対する本条約の実施の
あり方及びそれに関する諸問題について、
2008 年の CEACR の第 79 回会議に報告す
るよう要請した 35。 
日本側は 2008年 8月の第 11回 ILO懇談

会 36でこれを検討した。この時の 2008 年日
本政府年次報告案（本条約，2007年 6 月 1
日～2008 年 5 月 31 日）37の概要は表 4 の
とおりである。 
表 4 2008 年日本政府年次報告案（ILO 第
27 号条約，2007 年 6月 1 日～2008 年 5月
31 日）37の概要（設問別） 
問 内容（概略） 

 
ts on the application of Conventions and
 Recommendations（https://www.ilo.org/p
ublic/libdoc/ilo/P/09661/） 
35 International Labour Organization－N
ORMLEX－Observation (CEACR) - ado
pted 2007, published 97th ILC session 
(2008)（https://www.ilo.org/dyn/normlex/
en/f?p=1000:13100:0::NO::P13100_COM
MENT_ID,P13100_LANG_CODE:227904
9,en:NO，2022 年 11月 3 日閲覧） 
36 厚生労働省－ILO 懇談会（https://www.
mhlw.go.jp/stf/shingi/other-kokusai_1282
77.html，2022 年 11 月 3 日閲覧）－第 11
回（2008 年 8 月 29 日）議事要旨及び資料
参照 
37 2008 年日本政府年次報告案（ILO 第 27
号条約，2007 年 6月 1日～2008 年 5月 31
日）（https://www.mhlw.go.jp/shingi/200
8/08/dl/s0829-14b.pdf），リンク元は、厚
生労働省－国際課－第 11 回 ILO 懇談会議
事次第（https://www.mhlw.go.jp/shingi/20
08/08/s0829-14.html） 
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I 前回報告に追加すべき事項なし。 
II （2007 年の CEACR からの直接要請

への回答として）安衛法第 35 条のコ
ンテナへの適用については、最大積載
重量の表示で足りる旨通達しており、
これは実際の重量が表示より重いこ
とによる労働災害を防止するにはこ
れで十分だからである。しかし、国際
海上コンテナの陸上輸送については、
コンテナ総重量等の正確な情報がト
ラック運転者に伝達されない等によ
る危険を防止するため、関係省庁と
「国際海上コンテナの陸上における
安全輸送ガイドライン」を策定して普
及に努めている。 

III 〈略〉 
IV 前回報告に追加すべき事項なし。 
V 前回報告に追加すべき事項なし。 
VI 写し送付先： 

（使用者団体）日本経済団体連合会 
（労働者団体）日本労働組合総連合会 

「国際海上コンテナの陸上における安全
輸送ガイドライン」38は、国土交通省に事務
局に置く 7 省庁の調整会議が、2005 年に策
定した「安全かつ効率的な国際物流の実現
のための施策パッケージ」39にもとづき、ワ

 
38 「国際海上コンテナの陸上における安全
輸送ガイドライン」（平成 25 年 6 月）（h
ttps://www.mlit.go.jp/jidosha/anzen/03co
ntainer/data/guideline2016_06.pdf） 
39 国土交通省（2005年 3月 30 日）「政策
群「安全かつ効率的な国際物流の実現」に
関する関係省庁調整会議が安全かつ効率的
な国際物流の実現のための施策パッケージ
を策定しました」（https://www.mlit.go.jp

ーキンググループを設置して策定したもの
で、国際海上コンテナの陸上安全輸送対策
の強化のため、荷主、外航船舶運航事業者、
ターミナルオペレーター、取次事業者（自
己の名で有償で運送の仲介を行う事業者）
等、海運貨物取扱事業者及び利用運送事業
者（自ら運送手段を持たず、他者の運送手
段を利用して有償で運送を行う事業者））、
トラック事業者、運転者がそれぞれ取り組
むことが望ましい措置が記載されている。 
第 11 回 ILO 懇談会では、この年次報告

案に対して、労働者側（連合）は「国際海
上コンテナの陸上における安全輸送ガイド
ラインが出た後も、事故が発生しており、
対応として不十分。ガイドラインに強制力
をもたせるべき。」40と主張し、この会議で
表 5 の意見書 41が配布された（使用者側か
らは意見なし。）。 
表 5 日本労働組合総連合会「第 27 号条約
の適用に関する意見」（2008 年 8月）41 

第 27 号条約の適用に関する意見 
船舶に依り運送せらるる重包装貨物の重量

 
/kisha/kisha05/15/150330_.html，2022 年
11 月 3 日閲覧） 
40 厚生労働省－国際課－第 11 回 ILO 懇談
会議事要旨（https://www.mhlw.go.jp/shin
gi/2008/08/s0829-15.html，2022 年 11 月 3
日閲覧） 
41日本労働組合総連合会「第 27 号条約の適
用に関する意見」（2009年 10月 2日）（h
ttps://www.mhlw.go.jp/shingi/2009/10/dl
/s1002-10j.pdf），リンク元は、厚生労働省
－国際課－第 13 回 ILO 懇談会資料（https:
//www.mhlw.go.jp/shingi/2009/10/s1002-
10.html） 
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表示に関する条約（1929年） 
2008年 8 月 29 日 

日本労働組合総連合会 
質問 II について 
政府指摘のように、2005 年 12 月、「国

際海上コンテナの陸上における安全輸送ガ
イドライン」が発出され、関係団体および
関係事業者等がガイドラインの普及に努め
ているが、ガイドライン発出後においても
国際海上コンテナ輸送中のトレーラー横転
による死亡事故等が発生し、ガイドライン
に基づく確実な取組がなされていない事例
が多く見受けられる。 
このため、国土交通省による説明会の開

催等、関係事業者に対するガイドラインの
周知徹底を図ることになっているが、ガイ
ドラインには拘束力も罰則規定もなく、国
際海上コンテナ輸送中の事故防止対策とし
ては不十分である。国際海上コンテナにお
ける発荷主の過積載や積み付け不具合（片
荷）、品名（貨種）詐取などを防止し、荷
主による情報開示を義務付け、貨物情報を
関係者が共有するためには、強制力を持た
せた法制化が不可欠である。 
さらに、海外における貨物の積み付け不

良や危険物表示の不備は国内法の適用外で
あるため、国際的な安全対策や基準作りが
欠かせない。ITF（国際運輸労連）は日本
の港湾労組の強い要望を受け、2008 年 6 月
の国際会議において、コンテナ貨物の安全
輸送に関する問題を協議する場を設置する
よう、ILO に要請することを決議した。 
世界の物流がコンテナ輸送に切り替わっ

て以来、ILO27 号条約は荷役作業形態に十
分、適応しているとは言い難く、早急にコ
ンテナ輸送に対応した新条約作りに取り掛

かるべきである。 
以上 

2009年のCEACR報告書 42には日本にお
ける本条約の適用に関する意見は不見当で
あるが、2009 年も本条約に関する日本政府
年次報告（2008 年 6 月 1 日～2009 年 5 月
31 日）43がなされた。政府は同報告案で、
設問 II への回答を「2009 年 8月 28 日に公
表した「国際海上コンテナの陸上における
安全輸送ガイドラインの取組状況等に関す
る実体調査」44によれば、トラック事業者が
コンテナ輸送時に経験した安全上の問題は、
ガイドライン発出後は発出前と比較して、
減少している。」としたため、第 13 回 ILO
懇談会で労働者側（連合）は「政府は「国
際海上コンテナの陸上における安全輸送ガ
イドラインの取り組み状況等に関する実態
調査」にて、安全上の問題は減っていると
述べているが、重大事故は頻発している。

 
42 International Labour Organization－Re
port of the Committee of Experts on th
e Application of Conventions and Recom
mendations, 2009－Part 1A（総合報告及び
特定の国々に対する意見（observation））
（https://www.ilo.org/public/libdoc/ilo/P/
09661/09661(2009-98-1A).pdf） 
43 2009 年日本政府年次報告案（ILO 第 27
号条約，2008 年 6月 1日～2009 年 5月 31
日）（https://www.mhlw.go.jp/shingi/200
9/10/dl/s1002-10b.pdf） 
44 国土交通省自動車交通局（2009 年 8 月 2
8 日）「国際海上コンテナの陸上における
安全輸送ガイドラインの取組状況等に関す
る実態調査」（https://www.mlit.go.jp/com
mon/000047992.pdf」 
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表示に関する条約（1929年） 
2008年 8 月 29 日 

日本労働組合総連合会 
質問 II について 
政府指摘のように、2005 年 12 月、「国

際海上コンテナの陸上における安全輸送ガ
イドライン」が発出され、関係団体および
関係事業者等がガイドラインの普及に努め
ているが、ガイドライン発出後においても
国際海上コンテナ輸送中のトレーラー横転
による死亡事故等が発生し、ガイドライン
に基づく確実な取組がなされていない事例
が多く見受けられる。 
このため、国土交通省による説明会の開

催等、関係事業者に対するガイドラインの
周知徹底を図ることになっているが、ガイ
ドラインには拘束力も罰則規定もなく、国
際海上コンテナ輸送中の事故防止対策とし
ては不十分である。国際海上コンテナにお
ける発荷主の過積載や積み付け不具合（片
荷）、品名（貨種）詐取などを防止し、荷
主による情報開示を義務付け、貨物情報を
関係者が共有するためには、強制力を持た
せた法制化が不可欠である。 
さらに、海外における貨物の積み付け不

良や危険物表示の不備は国内法の適用外で
あるため、国際的な安全対策や基準作りが
欠かせない。ITF（国際運輸労連）は日本
の港湾労組の強い要望を受け、2008 年 6 月
の国際会議において、コンテナ貨物の安全
輸送に関する問題を協議する場を設置する
よう、ILO に要請することを決議した。 
世界の物流がコンテナ輸送に切り替わっ

て以来、ILO27 号条約は荷役作業形態に十
分、適応しているとは言い難く、早急にコ
ンテナ輸送に対応した新条約作りに取り掛

かるべきである。 
以上 

2009年のCEACR報告書 42には日本にお
ける本条約の適用に関する意見は不見当で
あるが、2009 年も本条約に関する日本政府
年次報告（2008 年 6 月 1 日～2009 年 5 月
31 日）43がなされた。政府は同報告案で、
設問 II への回答を「2009 年 8月 28 日に公
表した「国際海上コンテナの陸上における
安全輸送ガイドラインの取組状況等に関す
る実体調査」44によれば、トラック事業者が
コンテナ輸送時に経験した安全上の問題は、
ガイドライン発出後は発出前と比較して、
減少している。」としたため、第 13 回 ILO
懇談会で労働者側（連合）は「政府は「国
際海上コンテナの陸上における安全輸送ガ
イドラインの取り組み状況等に関する実態
調査」にて、安全上の問題は減っていると
述べているが、重大事故は頻発している。

 
42 International Labour Organization－Re
port of the Committee of Experts on th
e Application of Conventions and Recom
mendations, 2009－Part 1A（総合報告及び
特定の国々に対する意見（observation））
（https://www.ilo.org/public/libdoc/ilo/P/
09661/09661(2009-98-1A).pdf） 
43 2009 年日本政府年次報告案（ILO 第 27
号条約，2008 年 6月 1日～2009 年 5月 31
日）（https://www.mhlw.go.jp/shingi/200
9/10/dl/s1002-10b.pdf） 
44 国土交通省自動車交通局（2009 年 8 月 2
8 日）「国際海上コンテナの陸上における
安全輸送ガイドラインの取組状況等に関す
る実態調査」（https://www.mlit.go.jp/com
mon/000047992.pdf」 

分担研究報告書（森山誠也） 

1459 

ガイドラインに基づく確実な取り組みが重
要であり、この点ガイドラインに強制力が
ないのが問題である。また、世界の物流が
コンテナ輸送に切り替わっている中、27号
条約が実態に十分に対応しているとは言い
難い。ILO は、早急にコンテナ輸送に対応
した新条約作りに取り掛かるべきであると
考える。」と批判した。この時連合は 2008
年の意見書に加筆した意見書 45を提出した
ので、2009 年日本政府年次報告にこれが掲
載された。これについて CEACR は 2010
年の CEACR 報告書で再びこの問題につい
ての意見 46を掲載し、その中で日本政府に
対し、引き続きコンテナ等の現代的荷役方
法に関する本条約実施上の困難と事故防止
のため講じる措置の報告を求めた。 

 
45日本労働組合総連合会「第 27 号条約の適
用に関する意見」（2009年 10月 2日）（h
ttps://www.mhlw.go.jp/shingi/2009/10/dl
/s1002-10j.pdf），リンク元は、厚生労働省
－国際課－第 13 回 ILO 懇談会議事次第（h
ttps://www.mhlw.go.jp/shingi/2009/10/s1
002-10.html） 
46 International Labour Organization－Re
port of the Committee of Experts on th
e Application of Conventions and Recom
mendations, 2010－Part 1A（総合報告及び
特定の国々に対する意見（observation））
（https://www.ilo.org/public/libdoc/ilo/P/
09661/09661(2010-99-1A).pdf），日本の I
LO第 27号条約の適用状況に関する意見は
751 頁，リンク元：Information and repor
ts on the application of Conventions and
 Recommendations（https://www.ilo.org/p
ublic/libdoc/ilo/P/09661/） 

その後、2012 年に再び日本政府は本条約
についての年次報告（2009 年 6 月 1 日～
2012年 5 月 31 日）を行った。同報告案 47に
ついて議論された第 19回 ILO懇談会では、
連合から「コンテナ貨物への重量標示記載
を義務付けることや、海上コンテナ貨物の
安全輸送確保に向けた、条約など国際基準
の強化と拘束性ある国内法整備を早期に実
現してもらいたい。」との意見があり、政
府側は「労働安全衛生法第 35 条において、
コンテナの最大積載重量の表示が義務付け
られており、これは条約基準に適合したも
のと理解している。また、コンテナ情報の
伝達やトラック事業者の遵守事項を定めた
「国際海陸一貫運送コンテナの自動車運送
の安全確保に関する法律案」が 3 月 6 日に
閣議決定され、今国会に提出されている。」
と回答した（使用者側からは意見なし。）48。
この時も連合が意見書を提出している 49。

 
47 2012 年日本政府年次報告案（ILO 第 27
号条約，2009 年 6月 1日～2012 年 5月 31
日）（https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/2
r9852000002yy2i-att/2r9852000002z0cs.p
df） 
48 厚生労働省－国際課－2012年9月4日第
19 回 ILO 懇談会議事要旨（https://www.
mhlw.go.jp/stf/shingi/2r9852000002yxyy.h
tml，2022 年 11 月 3 日閲覧） 
49日本労働組合総連合会「日本政府年次報告
「ILO 第 27 号条約（船舶により運送され
る重包装貨物の重量標示に関する条約）」
（1932 年）の適用に関する日本労働組合総
連合会からの意見」（2012 年 8 月 17 日）
（https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/2r98
52000002yy2i-att/2r9852000002z0f1.pdf），
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この連合意見が掲載された 2012 年日本政
府年次報告に対し、CEACR は直接要請 32

により、日本政府に対し、本条約に関係す
る国内法令により重量表示の義務者を明示
するとともに、連合が提起した懸念に関連
し、条約の実施及び労働災害防止のため講
じた措置に関するあらゆる情報を報告する
よう求めた。日本政府は、次回は 2025 年に
本条約に関する年次報告を行うこととなっ
ている 50。 
国際海陸一貫運送コンテナの自動車運送

の安全確保に関する法律案は、第 174 回国
会（2010 年）、第 180 回国会（2012 年）
に国会に提出されたがいずれも審議未了で
廃案となった。同法案については、全日本
トラック協会 51など事業者団体からも政府
に対して成立の要望がなされていたもので
ある。 

 
リンク元は、厚生労働省－国際課－第 19 回
ILO 懇談会資料（https://www.mhlw.go.jp/
stf/shingi/2r9852000002yy2i.html） 
50 International Labour Organization－N
ORMLEX－Reports requested and replies
 to CEACR comments: C027 - Marking 
of Weight (Packages Transported by Ves
sels) Convention, 1929 (No. 27)（https:/
/www.ilo.org/dyn/normlex/en/f?p=NOR
MLEXPUB:14001:0::NO:14001:P14001_I
NSTRUMENT_ID:312172:NO，2022 年 1
月 8日閲覧） 
51 公益社団法人全日本トラック協会「「国
際海陸一貫運送コンテナの自動車運送の安
全確保に関する法律案」の廃案に伴う要望
書を提出」（https://jta.or.jp/ippan/onegai
/kaikon2011.html，2022 年 11月 3日閲覧） 

その後、国際海上コンテナの荷役安全の
問題については、日本が批准している
SOLAS 条約の改正及びその国内実施法で
ある船舶安全関係省令の改正という形で一
定の対処がなされた 52。即ち、2016年 7月
1日発効の改正SOLAS条約で一定の大きさ
以上のコンテナ総重量の正確な証明等を義
務付ける国際海上輸出コンテナ総重量確定
制度 53が導入されたことにより、法令の整
備としては一定の改善がなされたものと思
われる（1.9.1節参照）。なお SOLAS条約
改正における ILOの貢献状況については本
稿では未調査である。 
1.6.5 改正の必要性の決定 
本条約は、国際労働基準の見直しのため

開催されたいわゆるカルティエ委員会
（1995～2002 年）54において、改正の必要

 
52 これらの動きについては物流 Weekly（2
011 年 12 月 9 日）「「SOLAS 条約」改正
の動き 船積み前の重量計測義務化へ」（h
ttps://weekly-net.co.jp/news/13869/，202
2 年 11 月 3 日閲覧），GOTSU ニュース（2
012 年 03 月 13 日）「【物流】国交省「国
際海陸一貫運送コンテナの安全確保法案」
閣議決定」（http://www.gotsu.co.jp/gotsu-
news/entry/53934.html，2022年 11 月 3 日
閲覧）等参照。 
53 国土交通省－国際海上輸出コンテナ総重
量確定制度（改正 SOLAS 条約関連）（htt
ps://www.mlit.go.jp/maritime/maritime_m
n8_000008.html，2022 年 11月 3日閲覧） 
54 International Labour Organization－Ca
rtier Working Party - Working Party on
 Policy regarding the Revision of Standa
rds (1995-2002)－Cartier Working Party 
conclusions（https://www.ilo.org/global/st
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54 International Labour Organization－Ca
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 Policy regarding the Revision of Standa
rds (1995-2002)－Cartier Working Party 
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があるとされ、理事会でもこれが決定され
ているが、未だ改正に向けた詳細な議論に
は至っていない 55,56。 
この時の議論 57では、本条約採択後にお

ける輸送方法の変化に伴う条約改正、特に
1980 年代以降に増加したコンテナ輸送へ
の適合、正確な重量の測定義務化と概算の
廃止、貨物の重量を特別な文書で通知する
こと、重量以外の事項についても表示する
こと、IMO（International Maritime Or-
ganization。海上の安全、船舶からの汚染の
防止等の海事問題を取り扱う）条約との互

 
andards/international-labour-standards-pol
icy/WCMS_449912/lang--en/index.htm，2
021 年 12 月 29 日閲覧） 
55 International Labour Organization－N
ORMLEX－Standards Reviews: Decisions
 on Status（https://www.ilo.org/dyn/nor
mlex/en/f?p=NORMLEXPUB:12040:0::N
O:::，2021 年 12月 29 日閲覧） 
56 ILO 第 27 号条約が改正の必要性がある
と決定された件につき、筆者が ILO 駐日事
務所に e メールで問い合わせたところ、20
21 年 10月 13日に回答があり、カルティエ
委員会の決定に従い、理事会で改正が決定
されたが、現在進行中の作業部会ではまだ
取り上げられていないとのことであった。 
57 Committee on Legal Issues and Intern
ational Labour Standards－271st Session 
SECOND ITEM ON THE AGENDA Fo
llow-up on consultations concerning the 
need for revision and obstacles to the ra
tification of 13 Conventions（https://www.
ilo.org/public/english/standards/relm/gb/
docs/gb271/prs-2.htm，2022 年 11 月 9 日
閲覧） 

換等が提案され、改正の形態としては一部
改正や議定書採択などが提案された。一部
の国々は改正は不要とし、また、港湾労働
における職業上の安全及び衛生に関する条
約（第 152 号，1979 年）の採択により本条
約が冗長なものとなっていること、本条約
を他の商船関係条約に含めることを提案す
る国もあったが、全体としては、条約の改
正を支持する意見が大勢を占めたため、作
業部会は理事会に対し、本条約の改正等を
勧告するに至った。 
1.7 沿革 
1.7.1 国際労働基準の設定 
ジュネーヴで行われた第 12 回国際労働

会議において、昭和 4 年（1929 年）6月 21
日、船舶ニ依リ運送セラルル重包装貨物ノ
重量標示ニ関スル条約（ILO 第 27 号条約）
が採択され、その後昭和 7 年 3 月 9 日に効
力を発生した。日本は昭和 6年 2 月 20 日こ
れを批准し、同年 3 月 16 日に批准登録、3
月 25 日に公布し、昭和 7年 3月 9 日に国内
で効力発生した 6。本条約の詳しい沿革につ
いては、1.6.2 節及び 1.6.5 節で述べる。 
1.7.2 重貨物ノ重量標示ニ関スル件等の

制定及び本条約の批准 
日本では、この条約を批准に先立つ昭和

5 年 5 月 6 日、独立命令（警察命令）とし
て重貨物ノ重量標示ニ関スル件（昭和 5 年
内務省令第 16 号）58が公布され、昭和 5年
7 月 1日に施行された。 

 
58 International Labour Organization－Int
ernational Labour Conference 17th Sessi
on (Geneva, 1933) Summary of Annual 
Reports under Article 408（https://www.i
lo.org/public/libdoc/ilo/P/09661/09661(1
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（昭和 5年 5 月 6 日付官報第 1002 號） 
◎內務省令第十六號 
重貨物ノ重量標示ニ關スル件左ノ通定ム 
昭和五年五月六日 

內務大臣 安達 謙藏  
重貨物ノ重量標示ニ關スル件 

第一條 一貨物ニシテ重量千瓩以上ノモノ
（包裝セラレザル木材、石材、鐵材其ノ
他之ニ類スルモノヲ除ク）ヲ發送セント
スル者ハ發送前見易ク且容易ニ消磨セザ
ル方法ヲ以テ其ノ重量ヲ表記スベシ但シ
當該貨物ノ重量ヲ計量シ難キ場合ニ於テ
其ノ重量千瓩以上ナリト推定セラルルト
キハ推定重量ヲ表記スベシ 

第二條 貨物發送者前條ノ規定ニ違反シタ
ルトキハ科料ニ處ス 

第三條 貨物發送者未成年者若ハ禁治產者
ナルトキ又ハ法人ナルトキハ之ニ適用ス
ベキ罰則ハ其ノ法定代理人又ハ法人ヲ代
表スル者ニ之ヲ適用ス但シ營業ニ關シ成
年者ト同一ノ能力ヲ有スル未成年者ニ付
テハ此ノ限ニ在ラズ 

第四条 貨物發送者ハ其ノ代理人、戸主、
家族、同居者、雇人其ノ他ノ從業者ニシ
テ本令ニ違反スル所爲ヲ爲シタルトキハ

 
933-17).pdf）440 頁に「Japan. Ordinance 
No. 16 of 6 May 1930, of the Departme
nt of the Interior, respecting the markin
g of the weight on heavy packages (L. S.
 1930, Jap. 1).」とあり、この勅令が本条
約の国内担保法であったことがわかる。リ
ンク元：Information and reports on the 
application of Conventions and Recomm
endations（https://www.ilo.org/public/libd
oc/ilo/P/09661/） 

自己ノ指揮ニ出デザルノ故ヲ以テ其ノ處
罰ヲ免ルルコトヲ得ズ 

附 則 
本令ハ昭和五年七月一日ヨリ之ヲ施行ス 
同令第 1 条には、本条約第 1 条第 2 項の

規定に基づき「但シ當該貨物ノ重量ヲ計量
シ難キ場合ニ於テ其ノ重量千瓩以上ナリト
推定セラルルトキハ推定重量ヲ表記スベ
シ」との特例が設けられたが、本条約の当
該規定は、ILO における条約案の採択にあ
たり日本政府が提案したものである
（1.6.2.5節参照）。 
また、本令において既に、対象貨物を船

舶により運送されるものに限定していなか
ったことに注意を要する。 
また、ヴェルサイユ条約第 421 条の規定

（植民地等への適用に関する条項）に基づ
き、外地である日本委任統治領南洋群島（昭
和 5 年 6 月 30 日南洋庁令第 2 号，昭和 5
年 9 月 1 日施行 59）、樺太（昭和 5 年 7 月
16 日樺太庁令第 30 号，昭和 5 年 8 月 1 日
施行 60）、朝鮮（昭和 5 年 9 月 19 日朝鮮総
督府令第80号，昭和5年11月1日施行 61）、
関東州（昭和 5 年 11 月 1 日関東庁令第 69

 
59 昭和 5年 8月 28日付け官報第 1100号（h
ttps://dl.ndl.go.jp/info:ndljp/pid/2957567
/1） 
60 昭和 5年 8月 21日付け官報第 1094号（h
ttps://dl.ndl.go.jp/info:ndljp/pid/2957561
/1） 
61 昭和 5 年 10 月 20 日付け官報第 1143 号
（https://dl.ndl.go.jp/info:ndljp/pid/2957
610/2） 
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59 昭和 5年 8月 28日付け官報第 1100号（h
ttps://dl.ndl.go.jp/info:ndljp/pid/2957567
/1） 
60 昭和 5年 8月 21日付け官報第 1094号（h
ttps://dl.ndl.go.jp/info:ndljp/pid/2957561
/1） 
61 昭和 5 年 10 月 20 日付け官報第 1143 号
（https://dl.ndl.go.jp/info:ndljp/pid/2957
610/2） 
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号，昭和 5 年 11 月 15 日施行 62，ただし昭
和 5年内務省令第 16号第 3条に該当する規
定無し）及び台湾（昭和 5 年 11 月 12 日台
湾総督府令第 40 号，発布日施行 63）におい
てもそれぞれ同様の規制が行われた 64。 
なお、1940 年、日本は ILO を脱退し、

それ以後 1951年 11月に再加盟するまで非
加盟国であったが、本条約を含め、脱退時
に批准済であった 14 条約についてはその
間も批准したままであった 101。 
戦後、日本国憲法の施行と同時に、本令

を含む独立命令（警察命令）については原
則として効力が失われることとなったが、
日本国憲法施行の際現に効力を有する命令
の規定の効力等に関する法律（昭和 22 年 4
月 18日法律第 72号）第1条の規定により、
日本国憲法施行後も昭和 22 年 12 月 31 日
までに限り効力を有したものと考えられる。 

 
62 昭和 5年 12月 3日付け官報第 1180号（h
ttps://dl.ndl.go.jp/info:ndljp/pid/2957647
/1） 
63 昭和 5 年 12 月 12 日付け官報第 1188 号
（https://dl.ndl.go.jp/info:ndljp/pid/2957
655/1） 
64 International Labour Organization－Int
ernational Labour Conference 17th Sessi
on (Geneva, 1933) Summary of Annual 
Reports under Article 408（https://www.i
lo.org/public/libdoc/ilo/P/09661/09661(1
933-17).pdf）442 頁に、大日本帝国の外地
における適用状況について記載されており、
該当する外地法令が列挙されている。リン
ク元：Information and reports on the ap
plication of Conventions and Recommen
dations（https://www.ilo.org/public/libdoc
/ilo/P/09661/） 

1.7.3 労働基準法制定 
労働基準法（昭和 22 年 4 月 7 日法律第

49 号）は昭和 22 年 9月 1日と 11 月 1 日の
2 回に分けて施行されたが 65、労働者の安
全及び衛生に関する事項を定める同法第 5
章は、工場法、労働者災害扶助法等のうち
安全衛生等に係る事項を廃止する規定とと
もに、昭和 22 年 11 月 1日に施行された。 

ILO 第 27 号条約の国内担保法は旧労働
安全衛生規則（昭和 22 年 10 月 31 日労働
省令第 9 号，以下「旧安衛則」という。）
第 123 条に引き継がれることとなり 66、同

 
65 労働基準法の一部の施行期日を定める政
令（昭和 22 年 8月 31日政令第 170 号）及
び労働基準法の一部の施行期日を定める政
令（昭和 22 年 10 月 31日政令第 227 号） 
66 International Labour Organization－Int
ernational Labour Conference 36th Sessi
on (Geneva, 1953) Summary of Reports 
on Ratified Conventions（http://www.ilo.
org/public/libdoc/ilo/P/09661/09661(195
3-36).pdf）82 頁（PDF 86 頁）に「Labor 
Standards Law No. 49 of 5 April 1947 
(L.S. 1947-Jap. 3). Ministry of Labor Or
dinance No. 9 of 1947 (Regulations of 
Labor Safety and Sanitation). Section 12
3 of the Ordinance of 1947, to provide 
for the plain and durable marking of car
goes weighing one ton or more, indicati
ng the estimated weight, if necessary.」と
あり、旧安衛則第 123 条が本条約の国内担
保法であったことがわかる。リンク元：Inf
ormation and reports on the application 
of Conventions and Recommendations（h
ttps://www.ilo.org/public/libdoc/ilo/P/09
661/） 
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規則は労働基準法旧第 5章とともに昭和 22
年 11月 1日に施行された。 
労働安全衞生規則（昭和二十二年十月三十
一日労働省令第九号） 

第二編 安全基準 
第六章 崩壞、落下の予防 

第百二十三條 一貨物で、一トン以上の重
量物を発送し、又は運搬しようとすると
きは、見易く、且つ容易に消滅しない方
法で、その重量を標示しなければならな
い。但し、貨物の重量を計測し難い場合
で、その重量が一トン以上であると推定
されるときは、推定重量を標示しなけれ
ばならない。 
同条については、労働省労働基準局編『労

働法コンメンタール 3 改訂新版 労働基準
法 下』（労務行政研究所，1968 年）67で次
のとおり解説がなされている。 
第四十五条 略 
【解 説】 
〔2〕安全基準 
⑻ 崩壊、落下の予防 
(g) 貨物の重量標示 

重い重量の品物を運搬し、取り扱う
場合に、その品物の正確な重量が明ら
かであれば各種の便宜がえられ、また
災害防止上にも有効である。第一三回
国際労働総会において「船舶に依り運

 
67 労働省労働基準局（1968 年）『労働法コ
ンメンタール 3 改訂新版 労働基準法 下』
（労務行政研究所，昭和 43 年 10 月 15 日
再訂新版，昭和 44 年 6月 10 日再訂 3版）
では、同条（旧労働安全衛生規則第 123 条）
の解説が、労働基準法旧第 45 条の解説の部
分（p.555）に記載されている。 

送される重包装貨物の重量標示に関す
る条約」（第二七号）が採択されてお
り、諸外国においてもこの重量標示に
関し法令をもって規定している例が多
い。安全衛生規則第一二三条では、船
舶運送に限らず一般の貨物に対しても
重量が一トン以上の一貨物を発送し、
又は運搬しようとするときは、見易く、
容易に消滅しない方法で、その重量を
標示することを規定し、貨物の重量が
計測し難い場合で、その重量が一トン
以上あると推定されるときはその規定
重量（＊推計重量（筆者注））を標示
しなければならないことを規定してい
る。なお、この規定は、包装、結束の
有無にかかわらず適用があり、また一
貨物とは運送荷役において取扱の対象
となる一単位重量物をいうものと解さ
れている（昭和三三・二・一三基発第
九〇号）。 

同条は、同書の労働基準法第 45 条の逐条
解説中で解説されていることから考えると、
労働基準法第 45 条の命令委任規定に基づ
いて使用者が講ずべき危害防止基準を定め
たものと思われる。 
しかし、旧安衛則第 123 条は名宛人を特

定しておらず 何
なん
人
ぴと
にも適用されるような

規定振りとなっているから、この点が問題
となる。即ち、同条の規定を使用者を義務
主体として適用する場合には、労働基準法
第 45 条の規定による同法第 42 条の委任命
令と解すことができるが、使用者以外を義
務主体とする場合については、根無し規定
となる。 
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67 労働省労働基準局（1968 年）『労働法コ
ンメンタール 3 改訂新版 労働基準法 下』
（労務行政研究所，昭和 43 年 10 月 15 日
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の解説が、労働基準法旧第 45 条の解説の部
分（p.555）に記載されている。 
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る条約」（第二七号）が採択されてお
り、諸外国においてもこの重量標示に
関し法令をもって規定している例が多
い。安全衛生規則第一二三条では、船
舶運送に限らず一般の貨物に対しても
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標示することを規定し、貨物の重量が
計測し難い場合で、その重量が一トン
以上あると推定されるときはその規定
重量（＊推計重量（筆者注））を標示
しなければならないことを規定してい
る。なお、この規定は、包装、結束の
有無にかかわらず適用があり、また一
貨物とは運送荷役において取扱の対象
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れている（昭和三三・二・一三基発第
九〇号）。 

同条は、同書の労働基準法第 45 条の逐条
解説中で解説されていることから考えると、
労働基準法第 45 条の命令委任規定に基づ
いて使用者が講ずべき危害防止基準を定め
たものと思われる。 
しかし、旧安衛則第 123 条は名宛人を特

定しておらず 何
なん
人
ぴと
にも適用されるような

規定振りとなっているから、この点が問題
となる。即ち、同条の規定を使用者を義務
主体として適用する場合には、労働基準法
第 45 条の規定による同法第 42 条の委任命
令と解すことができるが、使用者以外を義
務主体とする場合については、根無し規定
となる。 
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1.7.4 沖縄法令 
戦後、アメリカ合衆国の統治下にあった

沖縄では、昭和 28 年 9月 1 日に勞働基準法
（1953 年立法第 44 号）68が公布され、同年
10 月 1 日から施行され、本土と同様、安全
及び衛生に関する具体的事項については勞
働安全衛生規則（1954年規則第 5号）に委
任されたが、その中に重量標示規定がおか
れた 69。 
勞働安全衛生規則（一九五四年規則第五号） 

第二編 安全基準 
第六章 崩落、落下の予防 

第百二十八条 一貨物で、一トン以上の重
量物を發送し、又は運搬しようとすると
きは、見易く、且つ容易に消滅しない方
法で、その重量を標示しなければならな
い。但し、貨物の重量を計測し難い場合
で、その重量が一トン以上であると推定
されるときは、推定重量を標示しなけれ
ばならない。 
沖縄は、本法公布目前の昭和 47 年 5 月

15 日に本土に復帰し、以後本土の法令が適
用されている。 
1.7.5 労働安全衛生法制定 
本条約の国内担保法は、本法の施行とと

もに労働基準法から本条の規定にとって変
わった。ただし、貨物の重量が計測し難い

 
68 琉球政府 1953 年 9 月 1 日（火曜日）付
け公報（号外）第 28 号（https://www3.arc
hives.pref.okinawa.jp/GRI/searchs/img/ko
uhou//R-1953-09-01-G.pdf）pp.8-19 
69 1954 年 1月 30 日（土曜日）付け公報（號
外）第 1 號（ https://www3.archives.pref.
okinawa.jp/GRI/searchs/img/kouhou//R-1
954-01-30-G.pdf）p.12 

場合の推定重量の表示に関する特例は本条
には受け継がれなかった。また、包装され
ていない貨物で、その重量が一見して明ら
かであるものに係る除外が明記されること
となった。 
1.8 運用（適用の実際） 
重貨物に対して本条の規定に基づく重量

表示がなされていない場合は、貨物荷役作
業において重量を実際より少なく見積もっ
てしまうこと等により、クレーンが転倒し
たり、過荷重によりクレーン等のワイヤー
ロープが切断したりする事故が生じ、ある
いは貨物を船舶内に配置する際に重量のバ
ランスが崩れて船舶が傾く等の問題が生じ
ることが考えられる。 
本条の規定の適用を受ける貨物としては、

例えばコンテナ、包装された機械設備、フ
レコンバックに入れられた土石等が考えら
れる。 
 
【フレコンバック】 

 
（ふくろ屋ふくながの WEB サイト
（https://www.softbag.jp/info/quality/wha
t.html 最終閲覧日 2023 年 7月 25 日）） 
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平成23年から令和2年までの労働基準監
督年報の統計表「定期監督等実施状況・法
違反状況」には、本条に係る項がないため、
定期監督等における違反件数は不明である。
申告監督及び再監督については、そもそも
条文毎の違反件数が集計されていないため
件数は不明である。 
また、人事委員会等が労働基準監督を行

う非現業等の地方公務員に関する状況など、
労働基準監督官が監督を行わない領域にお
ける状況については時間の制約上、調査が
及ばなかった。 
労働基準監督年報の統計表「送検事件状

況」は、労働基準監督官が送検した労働基
準関係法令違反事件の主条文を全て計上し
たものであるが、これによると、本条を主
条文とした送検事件は、いずれの年もなか
った。 
通常司法警察員、検察官等が独自に立件

した事件については、条文別の統計がない
ため不明である。 
しかし、複数の関係者に聴取したところ、

本条違反で行政措置（是正勧告）を行った
例が複数確認された。 
1.9 関係分野の状況 
1.9.1 SOLAS条約及び船舶安全関係法令 
国際海上コンテナの質量証明義務等につ

いては、現在、千九百七十四年の海上にお
ける人命の安全のための国際条約（昭和 55
年（1980 年）5 月 15 日加入書寄託，同月
24 日公布・告示，同月 25日国内効力発生，
略称 SOLAS 条約）70の枠組みで規定され
ている。 

 
70 国土交通省「1974 年の海上における人命
の安全のための国際条約（SOLAS 条約）」

同条約では、1986年の改正により、附属
書第 7 章で火薬類その他の危険物の運送に
係る安全について例えば同第 4 規則で「危
険物を入れた容器には、正しい専門的名称
（取引上の名称は、使用してはならない。）
によつてその内容を表示するものとし、明
確な標識を付してその危険性を明らかにす
る。」71と規定されるなど、貨物の輸送にお
ける安全に関する事項も規定されていた。 
その後、同条約の附属書が改正され、新

第 6 章第 2 規則により、荷送人は船長等に
対し貨物又は貨物ユニット（一定規模以上
のコンテナなど）の総質量等を記載した貨
物資料を提供しなければならないこと等が
規定され、1994 年 1 月 1 日に発効した 72。 
しかし、その後も、さらなる改正により、

次のとおり、当該総重量の計量方法が定め
られ、2016 年 7月 1 日に発効した 73。 
○外務省告示第百二十七号（抄） 
昭和四十九年十一月一日にロンドンで作

成された「千九百七十四年の海上における
人命の安全のための国際条約」の附属書の
一部は、同条約第八条の規定に従い、次の
ように改正され、その改正は、同条の規定

 
（https://www.mlit.go.jp/kaiji/imo/imo00
01_.html，2022 年 11 月 4 日閲覧） 
71 外務省条約データ検索－千九百七十四年
の海上における人命の安全のための国際条
約 pp.1155-1157（https://www.mofa.go.jp/
mofaj/gaiko/treaty/pdfs/B-S55-1116_2.pdf，
2021年 12 月 29日閲覧） 
72 平成 5年外務省告示第 632 号（平成 5 年
12 月 27日（月曜日）官報号外第 224 号） 
73 令和元年外務省告示第 127 号（令和元年
8 月 28 日（水曜日）官報号外第 101 号） 
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違反状況」には、本条に係る項がないため、
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24 日公布・告示，同月 25日国内効力発生，
略称 SOLAS 条約）70の枠組みで規定され
ている。 

 
70 国土交通省「1974 年の海上における人命
の安全のための国際条約（SOLAS 条約）」

同条約では、1986年の改正により、附属
書第 7 章で火薬類その他の危険物の運送に
係る安全について例えば同第 4 規則で「危
険物を入れた容器には、正しい専門的名称
（取引上の名称は、使用してはならない。）
によつてその内容を表示するものとし、明
確な標識を付してその危険性を明らかにす
る。」71と規定されるなど、貨物の輸送にお
ける安全に関する事項も規定されていた。 
その後、同条約の附属書が改正され、新

第 6 章第 2 規則により、荷送人は船長等に
対し貨物又は貨物ユニット（一定規模以上
のコンテナなど）の総質量等を記載した貨
物資料を提供しなければならないこと等が
規定され、1994 年 1 月 1 日に発効した 72。 
しかし、その後も、さらなる改正により、

次のとおり、当該総重量の計量方法が定め
られ、2016 年 7月 1 日に発効した 73。 
○外務省告示第百二十七号（抄） 
昭和四十九年十一月一日にロンドンで作

成された「千九百七十四年の海上における
人命の安全のための国際条約」の附属書の
一部は、同条約第八条の規定に従い、次の
ように改正され、その改正は、同条の規定

 
（https://www.mlit.go.jp/kaiji/imo/imo00
01_.html，2022 年 11 月 4 日閲覧） 
71 外務省条約データ検索－千九百七十四年
の海上における人命の安全のための国際条
約 pp.1155-1157（https://www.mofa.go.jp/
mofaj/gaiko/treaty/pdfs/B-S55-1116_2.pdf，
2021年 12 月 29日閲覧） 
72 平成 5年外務省告示第 632 号（平成 5 年
12 月 27日（月曜日）官報号外第 224 号） 
73 令和元年外務省告示第 127 号（令和元年
8 月 28 日（水曜日）官報号外第 101 号） 
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に従い、平成二十八年七月一日に効力を生
じた。 
（平成二十八年二月十八日付け国際海事
機関事務局長書簡） 
令和元年八月二十八日 

外務大臣 河野 太郎 
第六章Ａ部第二規則３の次に次の４から

６までを加える。 
４ コンテナーによつて運送される貨物
については、この第二規則２.1 に規定
する総質量は、荷送人により次のいず
れかの方法によつて確認される。ただ
し、車台又はトレーラーに積載されて
いるコンテナーが、第三章第三規則に
定義する短国際航海に従事するロール
オン・ロールオフ船に当該車台又はト
レーラーごと積み込まれ、又は積み卸
される場合は、この限りでない。 
.1 較正され、及び証明された設備を
用いて、こん包されているコンテナ
ーを計量すること。 

.2 コンテナーのこん包が完了した国
の権限のある当局が承認した証明さ
れた方法により、パレット、荷敷き
その他コンテナーにこん包される固
定用の材料の質量を含めて全てのこ
ん包及び貨物を計量し、及びその質
量にコンテナーの自重を加えるこ
と。 

５ コンテナーの荷送人は、確認された
総質量が船積書類に記載されているこ
とを確保する。船積書類は、次の要件
を満たすものとする。 
.1 荷送人から正当に委任を受けた者
によつて署名されること。 

.2 船舶の積付け計画の準備に用いる

ため、船長又はその代理人の要求す
るところにより、船長又はその代理
人及び係留施設の代表者に対して十
分な余裕をもつて事前に提出される
こと。 

６ こん包されたコンテナーに関する船
積書類に確認された総質量についての
記載がなく、かつ、船長又はその代理
人及び係留施設の代表者が当該こん包
されたコンテナーの確認された総質量
に係る情報を入手していない場合に
は、当該こん包されたコンテナーは、
船舶に積み込んではならない。 

 
【トレーラー】 

 
（ドライバーWEB の WEB サイト

（ https://driver-web.jp/articles/detail/383
14/2/1/1 最終閲覧日 2023 年 7月 25 日）） 

 
【ロールオン・ロールオフ船】 
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（PASONA のみんなの仕事 Lab「シゴ・
ラ ボ 」 の WEB サ イ ト
（ https://lab.pasona.co.jp/trade/word/342
/最終閲覧日 2023 年 7月 25 日）） 

 
同条約の国内担保法は、危険物船舶運送

及び貯蔵規則（昭和 32 年 8 月 20 日運輸省
令第 30 号）及び特殊貨物船舶運送規則（昭
和 39年 9月 2 日運輸省令第 62 号）である
53,74。 
特殊貨物船舶運送規則第 1 条の 2 の 2 及

び第 1 条の 2 の 3 並びに危険物船舶運送及
び貯蔵規則第 13 条第 2 項及び第 31 条の 2
の規定により、船舶により本邦外に貨物を
輸送する場合で船舶航行上の危険を防止す
るため特別な注意を必要とする貨物の運送
を行うとき（コンテナによる貨物の輸送等
を含む。）等においては、荷送人は、船積
み前に、荷送人及び荷受人の名称・住所、
貨物の特性、貨物の質量（コンテナ等の場
合はその総質量）等を記載した資料を船長

 
74 船舶安全法第 27 条では「船舶ノ堪航性
及人命ノ安全ニ関シ条約ニ別段ノ規定アル
トキハ其ノ規定ニ従フ」とされ、同法第 28
条で「危険物其ノ他ノ特殊貨物ノ運送及貯
蔵ニ関スル事項並ニ危険及気象ノ通報其ノ
他船舶航行上ノ危険防止ニ関スル事項ニシ
テ左ニ掲グルモノハ国土交通省令ヲ以テ之
ヲ定ム」〈各号列記略〉とされるとともに、
また当該国土交通省令には多額 30 万円以
下の罰金刑を規定することができるとされ
ている。同第 28条はある種の省令委任とも
考えられるが、いずれにせよ 2016 年 7 月 1
日発効の改正 SOLAS 条約は当該国土交通
省令により担保されている。 

に提出しなければならず、一定規模以上の
コンテナの質量については、コンテナに貨
物を入れた状態でその総質量を計量するか、
コンテナとその内容物の各質量を個々に計
量して合計するという、いずれも実際に質
量する方法により質量を確定し、コンテナ
ヤード（港頭地区で海上コンテナを一時保
管しておく場所）代表者にその確定した重
量を記載した資料を提出しなければならな
い。 
コンテナ総重量の確定の責任を有するの

は原則として「荷送人」とされているが、
これは「船社との間で海上運送契約を締結
した荷送人（発荷主）として、船荷証券（B/L: 
Bill of Lading）若しくは海上貨物運送状
（Waybill）又はこれに相当する複合運送書
類の荷送人（Shipper）の欄に名前のある者
（Master B/L に荷送人として記される者
等）とする。…」75（実際には、例えば商社
など）などと定義されており、実際にコン
テナに貨物を収納する作業を行う者（梱包
業者など）とは異なることが多いと思われ
る。また、荷送人は、第三者に重量確定業
務を委託することができる。さらに、荷送
人自ら重量確定を行う場合は国土交通大臣
への届出、第三者として重量確定を行う者
は国土交通大臣による登録が必要である。 
なお、これらの規定違反の罰則は 20 万円

以下の罰金であるため、本条違反罪が 6 か

 
75 国土交通省－国際海上輸出コンテナ総重
量確定制度（改正 SOLAS 条約関連）－国
際海上輸出コンテナ総重量の確定方法ガイ
ドライン（https://www.mlit.go.jp/maritime
/content/001517541.pdf）5-6頁 

－1468－



分担研究報告書（森山誠也） 

1468 

（PASONA のみんなの仕事 Lab「シゴ・
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（ https://lab.pasona.co.jp/trade/word/342
/最終閲覧日 2023 年 7月 25 日）） 
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和 39年 9月 2 日運輸省令第 62 号）である
53,74。 
特殊貨物船舶運送規則第 1 条の 2 の 2 及

び第 1 条の 2 の 3 並びに危険物船舶運送及
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るため特別な注意を必要とする貨物の運送
を行うとき（コンテナによる貨物の輸送等
を含む。）等においては、荷送人は、船積
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合はその総質量）等を記載した資料を船長

 
74 船舶安全法第 27 条では「船舶ノ堪航性
及人命ノ安全ニ関シ条約ニ別段ノ規定アル
トキハ其ノ規定ニ従フ」とされ、同法第 28
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他船舶航行上ノ危険防止ニ関スル事項ニシ
テ左ニ掲グルモノハ国土交通省令ヲ以テ之
ヲ定ム」〈各号列記略〉とされるとともに、
また当該国土交通省令には多額 30 万円以
下の罰金刑を規定することができるとされ
ている。同第 28条はある種の省令委任とも
考えられるが、いずれにせよ 2016 年 7 月 1
日発効の改正 SOLAS 条約は当該国土交通
省令により担保されている。 

に提出しなければならず、一定規模以上の
コンテナの質量については、コンテナに貨
物を入れた状態でその総質量を計量するか、
コンテナとその内容物の各質量を個々に計
量して合計するという、いずれも実際に質
量する方法により質量を確定し、コンテナ
ヤード（港頭地区で海上コンテナを一時保
管しておく場所）代表者にその確定した重
量を記載した資料を提出しなければならな
い。 
コンテナ総重量の確定の責任を有するの

は原則として「荷送人」とされているが、
これは「船社との間で海上運送契約を締結
した荷送人（発荷主）として、船荷証券（B/L: 
Bill of Lading）若しくは海上貨物運送状
（Waybill）又はこれに相当する複合運送書
類の荷送人（Shipper）の欄に名前のある者
（Master B/L に荷送人として記される者
等）とする。…」75（実際には、例えば商社
など）などと定義されており、実際にコン
テナに貨物を収納する作業を行う者（梱包
業者など）とは異なることが多いと思われ
る。また、荷送人は、第三者に重量確定業
務を委託することができる。さらに、荷送
人自ら重量確定を行う場合は国土交通大臣
への届出、第三者として重量確定を行う者
は国土交通大臣による登録が必要である。 
なお、これらの規定違反の罰則は 20 万円

以下の罰金であるため、本条違反罪が 6 か

 
75 国土交通省－国際海上輸出コンテナ総重
量確定制度（改正 SOLAS 条約関連）－国
際海上輸出コンテナ総重量の確定方法ガイ
ドライン（https://www.mlit.go.jp/maritime
/content/001517541.pdf）5-6頁 
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月以下の懲役か 50 万円以下の罰金である
のに比べると刑量が軽い。 
1.9.2 計量法 
計量の基準を定め、適正な計量の実施を

確保し、もって経済の発展及び文化の向上
に寄与することを目的とする計量法（平成
4 年 5 月 20 日法律第 51 号）については、
本条の実施に寄与するものであるが、同法
中本条に関わる規定について 1.4.2 節で簡
単に述べるにとどめた。 
1.10 検討課題 
1.10.1 荷役・運送災害防止のための措置義

務者 
本条のように、荷造りを行う、あるいは

荷を発送する者に対する義務を課すという
方式は、荷役ないし運送における安全にと
って非常に重要な位置を占める。その重要
性が船舶安全ないし陸上コンテナ輸送の分
野において認識されてきていることは
1.9.1節で述べたとおりであるが、陸上貨物
輸送においても、荷の内部における偏荷重
や高重心、荷役用具の最大積載荷重違反な
どは、荷造りをする者等に義務を課さなけ
れば、防止できないものと思われる。 
また、本条は、荷役や貨物運送に焦点を

あてて使用従属関係の外にある者に義務を
課している点で本法中唯一の条文である。
荷役や貨物運送は、運送事業者のみならず
荷主や梱包事業者といった様々な者が関わ
り、運送事業者だけでは十分に危害を防止
できないことも多い。したがって、運送業
務あるいは荷役業務における労働災害を防
止するための措置義務者（名宛人）の定め
方やその措置内容については、技術的・法
律的見地から十分研究し、運送事業者など
社会の一部分にしわ寄せのかからない、よ

り合理的な労働災害防止の法制度を構築し
ていくことが必要である。 
1.10.2 荷役用具 
図 1 ロールボックスパレット（転倒災害
例 76から） 

 
死亡災害を含む労働災害の原因となる荷

役用具として、ロールボックスパレット 77

（1例として、図 1）がある 78。 
 

76 独立行政法人労働安全衛生総合研究所
「労働安全衛生総合研究所技術資料 ロー
ルボックスパレット起因災害防止に関する
手引き」（JNIOSH-TD-NO.4（2015））
（https://www.jniosh.johas.go.jp/publicati
on/doc/td/TD-No4.pdf）図 2-5から 
77 JIS Z 0106：1997（パレット用語）にお
いて、「パレット」は「ユニットロードシ
ステムを推進するために用いられ，物品を
荷役，輸送，保管するために単位数量にと
りまとめて載せる面をもつ台。上部構造物
をもつものを含む。」と定義され、「ボッ
クスパレット」は「上部構造物として少な
くとも 3 面の垂直側板（網目，格子状など
を含む。）をもつパレット。その構造物に
は固定式，取外し式，折りたたみ式，側面
開閉式があり，ふた付きのものもある。」
と定義され、「ロールボックスパレット」
は「車輪付きボックスパレット」と定義さ
れている。 
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ロールボックスパレットは、カゴ車とも
呼ばれ、その利便性のため、運送業、商業、
倉庫業、こん包業等で多用されており、商
品と共に移動し、色々な業種の労働者によ
ってバトンタッチされていく荷役用具の 1
つである。 
流通しているロールボックスパレットは、

沢山の荷を積載したいがために縦長に製造
されており、その殆どが、JIS Z 0610 の転
倒防止試験をクリアできない 79、つまり製
造時において既に転倒防止性能に問題のあ
る製品である。しかし、転倒以外にも、車
輪にストッパが設けられていないもの（JIS 
Z 0610 等でも必須とされていない。）や各
部に不良のあるものなどがあるほか、改良
型の開発が行われていることから 80、改良
型への更新の促進も必要である。 

 
78 大西明宏「ロールボックスパレット起因
による労働災害の実態と特徴」（一般社団
法人日本人間工学会『人間工学』49巻 4号，
2013 年）（https://www.jstage.jst.go.jp/art
icle/jje/49/4/49_175/_pdf） 
79 独立行政法人労働安全衛生総合研究所
「労働安全衛生総合研究所技術資料 ロー
ルボックスパレット起因災害防止に関する
手引き」（JNIOSH-TD-NO.4（2015））
（https://www.jniosh.johas.go.jp/publicati
on/doc/td/TD-No4.pdf）32-36頁 
80 大西明宏「研究紹介 安全に配慮した改良
型ロールボックスパレットの開発」（『労
働安全衛生研究』15巻 2号，2022 年）（h
ttps://www.jstage.jst.go.jp/article/josh/15/
2/15_JOSH-2022-0008-KE/_article/-char/
ja/），大西明宏「改良型ロールボックスパ
レット（カゴ車）のご紹介」（『陸運と安
全衛生』626 号，令和 3年 8月）（http://r

しかし、ロールボックスパレットは荷主
等運送事業者以外が所有していることも多
く 81、運送事業者が自由に修理、交換等を
しにくい状況にあり、令和 3 年暮れから令
和 4 年にかけて行われた陸上貨物運送事業
労働災害防止協会の「陸上貨物運送業にお
ける荷役作業の安全対策に関する検討会」
でも、多種多様な問題や対策が話し合われ
たが、議事録 82から荷主等に対する運送事
業者の困難な立場がうかがわれ、ロールボ
ックスパレットについても最終的には「…
陸運事業者が不具合のあるロールボックス
パレットを発見した際に、そのまま使用し
て荷役作業を行うことは危険なため、所有
者又は荷主に対して当該ロールボッスパレ
ットの不具合を直ちに報告するとともに、

 
ikusai.or.jp/wp-content/uploads/2021/09/
rollboxpallet_kairyou.pdf） 
81 荷役用具の利用と所有・共有については、
公益社団法人日本ロジスティクスシステム
協会「2013 年度経済産業省 省エネ型ロジ
スティクス等推進事業費補助金物流機材の
一貫利用による物流効率化のための調査研
究報告書」（2014 年 3月）（http://www.l
ogistics.or.jp/jils_news/2013fy_survey6_un
itload.pdf）に詳しい。 
82 陸上貨物運送事業労働災害防止協会－荷
役労働災害防止対策－陸上貨物運送業にお
ける荷役作業の安全対策に関する検討会（2
021 年～2022 年）（http://rikusai.or.jp/me
asures/niyakuboushi/）から議事録等にアク
セスすることができる。 
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型ロールボックスパレットの開発」（『労
働安全衛生研究』15巻 2号，2022 年）（h
ttps://www.jstage.jst.go.jp/article/josh/15/
2/15_JOSH-2022-0008-KE/_article/-char/
ja/），大西明宏「改良型ロールボックスパ
レット（カゴ車）のご紹介」（『陸運と安
全衛生』626 号，令和 3年 8月）（http://r

しかし、ロールボックスパレットは荷主
等運送事業者以外が所有していることも多
く 81、運送事業者が自由に修理、交換等を
しにくい状況にあり、令和 3 年暮れから令
和 4 年にかけて行われた陸上貨物運送事業
労働災害防止協会の「陸上貨物運送業にお
ける荷役作業の安全対策に関する検討会」
でも、多種多様な問題や対策が話し合われ
たが、議事録 82から荷主等に対する運送事
業者の困難な立場がうかがわれ、ロールボ
ックスパレットについても最終的には「…
陸運事業者が不具合のあるロールボックス
パレットを発見した際に、そのまま使用し
て荷役作業を行うことは危険なため、所有
者又は荷主に対して当該ロールボッスパレ
ットの不具合を直ちに報告するとともに、

 
ikusai.or.jp/wp-content/uploads/2021/09/
rollboxpallet_kairyou.pdf） 
81 荷役用具の利用と所有・共有については、
公益社団法人日本ロジスティクスシステム
協会「2013 年度経済産業省 省エネ型ロジ
スティクス等推進事業費補助金物流機材の
一貫利用による物流効率化のための調査研
究報告書」（2014 年 3月）（http://www.l
ogistics.or.jp/jils_news/2013fy_survey6_un
itload.pdf）に詳しい。 
82 陸上貨物運送事業労働災害防止協会－荷
役労働災害防止対策－陸上貨物運送業にお
ける荷役作業の安全対策に関する検討会（2
021 年～2022 年）（http://rikusai.or.jp/me
asures/niyakuboushi/）から議事録等にアク
セスすることができる。 
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その後の対応を協議すること。」83という提
言に止まった。 
荷役用具については、荷そのものと異な

ることから、1.10.1 節と同様の観点をもち
つつ、異なる検討が必要であると思われる。 
なお、荷役用具の構造基準規制について

は、名宛人を荷主等に指定せず構造規格化
し、製造、譲渡、貸与等の規制をすべきと
いう考え方もあるが、これは別稿に譲るこ
ととしたい。 

 
83 陸上貨物運送事業労働災害防止協会－荷
役労働災害防止対策－陸上貨物運送業にお
ける荷役作業の安全対策に関する検討会（2
021 年～2022 年）（http://rikusai.or.jp/me
asures/niyakuboushi/）－陸上貨物運送業に
おける荷役作業の安全対策に関する検討会
報告書（http://rikusai.or.jp/wp-content/up
loads/2022/09/kentoukai_houkoku.pdf）よ
り。第 9 回検討会の検討会報告書案では、
「異常があった場合は、直ちに補修その他
の必要な措置を講ずること。また陸運事業
者が異常のある機材を発見した際に、その
まま使用するのは危険なため、所有者又は
荷主に対して当該機材を使った荷役作業を
拒むことができるよう配慮すること。」と
なっていた。 
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22 第 36条 
2.1 条文 

第四章 労働者の危険又は健康障害
を防止するための措置 84 

（厚生労働省令への委任） 
第三十六条 第三十条第一項若しくは第四
項、第三十条の二第一項若しくは第四項、
第三十条の三第一項若しくは第四項、第
三十一条第一項、第三十一条の二、第三
十二条第一項から第五項まで、第三十三
条第一項若しくは第二項又は第三十四条
の規定によりこれらの規定に定める者が
講ずべき措置及び第三十二条第六項又は
第三十三条第三項の規定によりこれらの
規定に定める者が守らなければならない
事項は、厚生労働省令で定める。 
 

2.2 趣旨及び概要 
本条（第 36 条のことをいう。以下同条の

逐条解説部分において同じ。）は、本法第
4 章（労働者の危険又は健康障害を防止す
るための措置）のうち特別規制に係る部分
に関し、厚生労働省令に包括的に委任する
事項を一括して規定したものである。 
同章は、前半（第 20 条～第 28 条の 2）

において直接的な雇用関係に基づいた事業
者及び労働者の義務を定めているが、それ
だけでは労働災害を防止するのに不十分で
あるため、後半（第 29 条～第 35 条）にお
いて請負関係により雇用主が異なる労働者
が一の場所で混在作業を行う場合等を想定
し、その元方事業者及び注文者の義務並び
にこれらに応じた関係請負人及び関係労働

 
84 第 4 章には第 20 条から本条までが含ま
れる。 

者の義務を定めているほか、発注者による
違法な指示の禁止、機械等貸与者等及び建
築物貸与者の義務並びに重量 1 トン以上の
貨物の荷送人の重量表示義務を定めている。 
そして、これらの規定について厚生労働

省令へ包括的に委任する事項について、前
半は第 27 条で、後半は本条で規定している。 
ただし、第 4 章後半のうち、第 29 条（元

方事業者による関係請負人・関係労働者へ
の法令遵守指導、違反の際の是正指示、関
係請負人・関係労働者による指示の遵守：
罰則なし）、第 29条の 2（建設業元方事業
者による土砂崩壊、機械転倒等の危険場所
で関係労働者が仕事を行う場合の技術上の
指導等：罰則なし）、第 31 条の 4（注文者
による請負人・請負人の労働者への違反と
なる指示の禁止：罰則なし）、第 32 条第 7
項（関係請負人・関係労働者による法第 30
条第 1 項以下に基づく（特定）元方事業者・
注文者・関係請負人からの指示の遵守：罰
則なし）及び第 35条（発送者による重量物
の重量表示義務：罰則あり）については、
命令委任がないか、個別の命令委任しかな
く本条とは関わりがない。 
また、第 31 条の 3（複数事業者の労働者

が混在作業を行っている場合に、建設業で
特定作業（省令所定の危険性が高い作業）
を下請けさせる建設業者に、当該場所の複
数事業者の労働者の労災防止措置を義務づ
けた規定（第 1 項）、第 1 項の義務主体該
当者がいない場合に元方事業者等が指名す
る等の配慮をするよう定めた規定（第 2
項））でも、厚生労働省令への包括的委任
がなされているが、その委任規定を同条中
に置いており本条とは関わりがない。 
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22 第 36条 
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第三十条の三第一項若しくは第四項、第
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規定に定める者が守らなければならない
事項は、厚生労働省令で定める。 
 

2.2 趣旨及び概要 
本条（第 36 条のことをいう。以下同条の

逐条解説部分において同じ。）は、本法第
4 章（労働者の危険又は健康障害を防止す
るための措置）のうち特別規制に係る部分
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事項を一括して規定したものである。 
同章は、前半（第 20 条～第 28 条の 2）

において直接的な雇用関係に基づいた事業
者及び労働者の義務を定めているが、それ
だけでは労働災害を防止するのに不十分で
あるため、後半（第 29 条～第 35 条）にお
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84 第 4 章には第 20 条から本条までが含ま
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違法な指示の禁止、機械等貸与者等及び建
築物貸与者の義務並びに重量 1 トン以上の
貨物の荷送人の重量表示義務を定めている。 
そして、これらの規定について厚生労働

省令へ包括的に委任する事項について、前
半は第 27 条で、後半は本条で規定している。 
ただし、第 4 章後半のうち、第 29 条（元

方事業者による関係請負人・関係労働者へ
の法令遵守指導、違反の際の是正指示、関
係請負人・関係労働者による指示の遵守：
罰則なし）、第 29条の 2（建設業元方事業
者による土砂崩壊、機械転倒等の危険場所
で関係労働者が仕事を行う場合の技術上の
指導等：罰則なし）、第 31 条の 4（注文者
による請負人・請負人の労働者への違反と
なる指示の禁止：罰則なし）、第 32 条第 7
項（関係請負人・関係労働者による法第 30
条第 1 項以下に基づく（特定）元方事業者・
注文者・関係請負人からの指示の遵守：罰
則なし）及び第 35条（発送者による重量物
の重量表示義務：罰則あり）については、
命令委任がないか、個別の命令委任しかな
く本条とは関わりがない。 
また、第 31 条の 3（複数事業者の労働者

が混在作業を行っている場合に、建設業で
特定作業（省令所定の危険性が高い作業）
を下請けさせる建設業者に、当該場所の複
数事業者の労働者の労災防止措置を義務づ
けた規定（第 1 項）、第 1 項の義務主体該
当者がいない場合に元方事業者等が指名す
る等の配慮をするよう定めた規定（第 2
項））でも、厚生労働省令への包括的委任
がなされているが、その委任規定を同条中
に置いており本条とは関わりがない。 
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なお、第 32 条第 6項（特定元方事業者に
よる統括管理等に対応する（≠指示を受け
た）関係労働者の義務）については、現在、
本条の規定により委任された厚生労働省令
の規定が存在せず 85、死文となっている。 
本条について、包括的な命令委任の是非、

省令制定権限の行使の適切性等の論点があ
るが、第 27 条と共通する論点については、
筆者による法第 26 条及び第 27 条の逐条解
説を参照されたい。 
2.3 被引用規定の概要 
本条で引用されている規定の概要は次の

とおりである。 
条項 規定内容の概要 

第 30条
第 1項 

特定元方事業者は、その労働者及
び関係請負人の労働者の作業が
同一の場所において行われるこ
とによって生ずる労働災害を防
止するため、協議組織の設置等労
働災害を防止するための必要な
事項に関する必要な措置を講じ
なければならないこと。 

第 30条
第 4項 

統括安全衛生管理義務者として
指名を受けた事業者は、当該場所
において当該仕事の作業に従事
するすべての労働者に関し、第 1
項に規定する措置を講じなけれ
ばならないこと。また、この場合
においては、当該指名された事業
者及び当該指名された事業者以
外の事業者については、第 1項の

 
85 労働安全衛生規則第 663 条の 2（法第三
十二条第五項の請負人の義務）の次条が第
664 条（報告）〔※特定元方事業者事業開
始報告に係る規定〕となっている。 

規定は、適用しないこと。 
第 30条
の2第1
項 

製造業その他政令で定める業種
に属する事業（特定事業を除く。）
の元方事業者は、その労働者及び
関係請負人の労働者の作業が同
一の場所において行われること
によって生ずる労働災害を防止
するため、作業間の連絡及び調整
を行うことに関する措置その他
必要な措置を講じなければなら
ないこと。 

第 30条
の2第4
項 

第 30条の 2第 1項の元方事業者
に関しても第 30条第 4項と同様
の規定を定めるものである。 

第 30条
の3第1
項 

第 25条の 2第 1項に規定する仕
事が数次の請負契約によつて行
われる場合（第 4 項の場合を除
く。）においては、元方事業者は、
当該場所において当該仕事の作
業に従事するすべての労働者に
関し、同条第 1項各号の措置を講
じなければならないこと。また、
この場合においては、当該元方事
業者及び当該元方事業者以外の
事業者については、同項の規定
は、適用しないこと。 

第 30条
の3第4
項 

第 30条の 3第 1項の元方事業者
に関しても第 30条第 4項と同様
の規定を定めるものである。 

第 31条
第 1項 

特定事業の仕事を自ら行う注文
者（※該当する注文者が複数存在
する場合は最先次のもの）は、建
設物、設備又は原材料を、当該仕
事を行う場所においてその請負
人の労働者に使用させるときは、
当該建設物等について、当該労働
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者の労働災害を防止するため必
要な措置を講じなければならな
いこと。 

第 31条
の 2 

化学物質、化学物質を含有する製
剤その他の物を製造し、又は取り
扱う設備で政令で定めるものの
改造その他の厚生労働省令で定
める作業に係る仕事の注文者は、
当該物について、当該仕事に係る
請負人の労働者の労働災害を防
止するため必要な措置を講じな
ければならないこと。 

第 32条
第 1項 

第 30 条により特定元方事業者
（特定元方事業者が複数存在す
る場合は統括安全衛生管理義務
者として指名を受けた特定元方
事業者）により講ぜられる措置に
応じて、当該事業者以外の請負人
も必要な措置を講じなければな
らないこと。 

第 32条
第 2項 

第 30 条の 2 により元方事業者
（元方事業者が複数存在する場
合は統括安全衛生管理義務者と
して指名を受けた元方事業者）に
より講ぜられる措置に応じて、当
該事業者以外の請負人も必要な
措置を講じなければならないこ
と。 

第 32条
第 3項 

第 30 条の 3 により元方事業者
（元方事業者が複数存在する場
合は統括安全衛生管理義務者と
して指名を受けた元方事業者）に
より講ぜられる措置に応じて、当
該事業者以外の請負人も必要な
措置を講じなければならないこ
と。 

第 32条
第 4項 

第 31 条第 1 項の場合において、
当該建設物等を使用する労働者
に係る事業者である請負人は、同
項の規定により講ぜられる措置
に応じて、必要な措置を講じなけ
ればならないこと。 

第 32条
第 5項 

第 31 条の 2 の場合において、同
条に規定する仕事に係る請負人
は、同条の規定により講ぜられる
措置に応じて、必要な措置を講じ
なければならないこと。 

第 33条
第 1項 

機械等貸与者は、当該機械等の貸
与を受けた事業者の事業場にお
ける当該機械等による労働災害
を防止するため必要な措置を講
じなければならないこと。 

第 33条
第 2項 

機械等貸与者から機械等の貸与
を受けた者は、当該機械等を操作
する者がその使用する労働者で
ないときは、当該機械等の操作に
よる労働災害を防止するため必
要な措置を講じなければならな
いこと。 

第 34条 建築物貸与者は、当該建築物の貸
与を受けた事業者の事業に係る
当該建築物による労働災害を防
止するため必要な措置を講じな
ければならないこと。ただし、当
該建築物の全部を一の事業者に
貸与するときは、この限りでない
こと。 

第 32条
第 6項 

第 30 条第 1 項若しくは第 4項、
第 30 条の 2 第 1 項若しくは第 4
項、第 30 条の 3第 1 項若しくは
第 4項、第 31条第 1 項又は第 31
条の 2 の場合において、労働者
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より講ぜられる措置に応じて、当
該事業者以外の請負人も必要な
措置を講じなければならないこ
と。 

第 32条
第 4項 

第 31 条第 1 項の場合において、
当該建設物等を使用する労働者
に係る事業者である請負人は、同
項の規定により講ぜられる措置
に応じて、必要な措置を講じなけ
ればならないこと。 

第 32条
第 5項 

第 31 条の 2 の場合において、同
条に規定する仕事に係る請負人
は、同条の規定により講ぜられる
措置に応じて、必要な措置を講じ
なければならないこと。 

第 33条
第 1項 

機械等貸与者は、当該機械等の貸
与を受けた事業者の事業場にお
ける当該機械等による労働災害
を防止するため必要な措置を講
じなければならないこと。 

第 33条
第 2項 

機械等貸与者から機械等の貸与
を受けた者は、当該機械等を操作
する者がその使用する労働者で
ないときは、当該機械等の操作に
よる労働災害を防止するため必
要な措置を講じなければならな
いこと。 

第 34条 建築物貸与者は、当該建築物の貸
与を受けた事業者の事業に係る
当該建築物による労働災害を防
止するため必要な措置を講じな
ければならないこと。ただし、当
該建築物の全部を一の事業者に
貸与するときは、この限りでない
こと。 

第 32条
第 6項 

第 30 条第 1 項若しくは第 4項、
第 30 条の 2 第 1 項若しくは第 4
項、第 30 条の 3第 1 項若しくは
第 4項、第 31条第 1 項又は第 31
条の 2 の場合において、労働者
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は、これらの規定又は前各項の規
定により講ぜられる措置に応じ
て、必要な事項を守らなければな
らないこと。 

第 33条
第 3項 

第 33条第 2項の機械等を操作す
る者は、機械等の貸与を受けた者
が同項の規定により講ずる措置
に応じて、必要な事項を守らなけ
ればならないこと。 

2.4 労働者派遣の場合の読替え 
派遣労働者に係る本条及びその周辺の規

定の適用については、労働者派遣法第 45 条
の規定により次のとおり読替えがなされる。 
労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派
遣労働者の保護等に関する法律（昭和六十
年七月五日法律第八十八号） 
（労働安全衛生法の適用に関する特例
等） 

第四十五条第三項 労働者がその事業にお
ける派遣就業のために派遣されている派
遣先の事業に関しては、当該派遣先の事
業を行う者を当該派遣中の労働者を使用
する事業者と、当該派遣中の労働者を当
該派遣先の事業を行う者に使用される労
働者とみなして、労働安全衛生法〈略〉
第二十八条の二から第三十条の三まで、
第三十一条の三、第三十六条（同法第三
十条第一項及び第四項、第三十条の二第
一項及び第四項並びに第三十条の三第一
項及び第四項の規定に係る部分に限る。）
〈略〉の規定並びに当該規定に基づく命
令の規定（これらの規定に係る罰則を含
む。）を適用する。この場合において〈略〉
とする。 

５ その事業に使用する労働者が派遣先の
事業における派遣就業のために派遣され

ている派遣元の事業に関する第三項前段
に掲げる規定〈略〉の適用については、
当該派遣元の事業の事業者は当該派遣中
の労働者を使用しないものと、当該派遣
中の労働者は当該派遣元の事業の事業者
に使用されないものとみなす。 

15 前各項の規定による労働安全衛生法の
特例については、〈略〉第三十二条第一
項から第四項まで、第三十三条第一項、
第三十四条〈略〉中「事業者」とあるの
は「事業者（派遣先の事業者を含む。）」
と、同法第三十一条第一項中「の労働者」
とあるのは「の労働者（労働者派遣法第
四十四条第一項に規定する派遣中の労働
者（以下単に「派遣中の労働者」という。）
を含む。）」と、同法第三十一条の二、
第三十一条の四並びに第三十二条第四
項、第六項及び第七項中「労働者」とあ
るのは「労働者（派遣中の労働者を含
む。）」と、同法第三十一条の四〈略〉
中「この法律又はこれに基づく命令の規
定」とあるのは「この法律若しくはこれ
に基づく命令の規定（労働者派遣法第四
十五条の規定により適用される場合を含
む。）又は同条第六項、第十項若しくは
第十一項の規定若しくはこれらの規定に
基づく命令の規定」と、〈略〉同法第九
十二条中「この法律の規定に違反する罪」
とあるのは「この法律の規定（労働者派
遣法第四十五条の規定により適用される
場合を含む。）に違反する罪（同条第七
項の規定による第百十九条及び第百二十
二条の罪を含む。）並びに労働者派遣法
第四十五条第十二項及び第十三項の罪」
〈略〉として、これらの規定（これらの
規定に係る罰則の規定を含む。）を適用
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する。 
17 この条の規定により労働安全衛生法及
び同法に基づく命令の規定を適用する場
合における技術的読替えその他必要な事
項は、命令で定める。 
このように、労働者派遣法第 45 条は、派

遣先＝事業者、派遣労働者＝事業者の労働
者とみなし、派遣元は当該労働者を使用し
ない（＝安衛法上の事業者責任を負わない）
ものとみなし、これらの条規を適用する旨
を定めている。 
派遣法第 45 条は、統括安全衛生責任者や

元方安全衛生責任者らの選任義務を派遣先
に課しており、（特定）元方事業者の講ず
べき措置も派遣先に課しているので、結局、
特別規制の履行責任は派遣先の中で、適用
条件を満たすところということになる（三
柴丈典注記）。 
 
2.5 本法中の他の包括的委任規定 
本法の命令委任の方法には色々あるが、

寺西輝泰 86は、本法違反罪の検討に際し、
構成要件中の命令委任の有無及び程度に応
じてこれを 3 つに分類した。表 6 は、筆者
がこの分類をまとめたものである。 
表 6 労働安全衛生法違反罪の構成要件中
の命令委任の有無及び程度に係る 3 類型
（寺西輝泰 86の分類をもとに作成） 
区分 説明 

完結型本
条 

第 35 条のように、委任がなく
各本条中で規定内容が完結し
ているもの 

 
86 寺西輝泰『改訂版 労働安全衛生法違反の
刑事責任―総論―』（日労研，2004年）
第 2編第 1章第 2 節の第 1（216-221 頁） 

個別委任
型本条 

第 13 条のように、構成要件の
一部を各条項の中で「厚生労働
省令で定める」等と定める方式
で命令に委任しているもの 

包括委任
型本条 

第 27 条を介して規定の内容の
一部を包括的に命令に委任し
ている第 20 条のような規定 

寺西の文献 86でも述べられているように、
包括委任型本条の委任を担う条文としては、
本条のほか第 27 条がある（実施命令に係る
委任規定である第 115 条の 2 とともに、表
7 に示した。）。 
表 7 労働安全衛生法における包括的な省
令委任規定 
章別 省令委任の対象となる条項

等 
省令委任
規定 

第 4 章 
労 働 者
の 危 険
又 は 健
康 障 害
を 防 止
す る た
め の 措
置 

第 20 条～第 25 条、第 25 条
の 2 第 1 項、第 26 条 

第 27 条第
1 項 

第 30 条第 1 項及び第 4 項、
第 30 条の 2 第 1 項及び第 4
項、第 30 条の 3 第 1 項及び
第 4 項、第 31 条第 1 項、第
31 条の 2、第 32 条第 1 項～
第 5 項、第 33 条第 1 項及び
第 2 項、第 34 条、第 32 条第
6 項、第 33 条第 3 項 

第 36 条 

第 11 章 
雑則 

この法律に定めるもののほ
か、この法律の規定の実施に
関し必要な事項 

第 115 条
の 2 

本条と第27条の委任の対象となる表7中
欄に列記した規定群では、名宛人（本条で
は事業者及び労働者、第 36 条では元方事業
者、注文者等）は明確であるが、危害防止
のための措置基準の内容は、包括的な委任
事項となっている。危害防止基準には、健
康診断、作業環境測定など、本法中の独立
条文となっているものもあるが、それ以外
の事項は本条又は第 27 条に一括されてい
る。 
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する。 
17 この条の規定により労働安全衛生法及
び同法に基づく命令の規定を適用する場
合における技術的読替えその他必要な事
項は、命令で定める。 
このように、労働者派遣法第 45 条は、派

遣先＝事業者、派遣労働者＝事業者の労働
者とみなし、派遣元は当該労働者を使用し
ない（＝安衛法上の事業者責任を負わない）
ものとみなし、これらの条規を適用する旨
を定めている。 
派遣法第 45 条は、統括安全衛生責任者や

元方安全衛生責任者らの選任義務を派遣先
に課しており、（特定）元方事業者の講ず
べき措置も派遣先に課しているので、結局、
特別規制の履行責任は派遣先の中で、適用
条件を満たすところということになる（三
柴丈典注記）。 
 
2.5 本法中の他の包括的委任規定 
本法の命令委任の方法には色々あるが、

寺西輝泰 86は、本法違反罪の検討に際し、
構成要件中の命令委任の有無及び程度に応
じてこれを 3 つに分類した。表 6 は、筆者
がこの分類をまとめたものである。 
表 6 労働安全衛生法違反罪の構成要件中
の命令委任の有無及び程度に係る 3 類型
（寺西輝泰 86の分類をもとに作成） 
区分 説明 

完結型本
条 

第 35 条のように、委任がなく
各本条中で規定内容が完結し
ているもの 

 
86 寺西輝泰『改訂版 労働安全衛生法違反の
刑事責任―総論―』（日労研，2004年）
第 2編第 1章第 2 節の第 1（216-221 頁） 

個別委任
型本条 

第 13 条のように、構成要件の
一部を各条項の中で「厚生労働
省令で定める」等と定める方式
で命令に委任しているもの 

包括委任
型本条 

第 27 条を介して規定の内容の
一部を包括的に命令に委任し
ている第 20 条のような規定 

寺西の文献 86でも述べられているように、
包括委任型本条の委任を担う条文としては、
本条のほか第 27 条がある（実施命令に係る
委任規定である第 115 条の 2 とともに、表
7 に示した。）。 
表 7 労働安全衛生法における包括的な省
令委任規定 
章別 省令委任の対象となる条項

等 
省令委任
規定 

第 4 章 
労 働 者
の 危 険
又 は 健
康 障 害
を 防 止
す る た
め の 措
置 

第 20 条～第 25 条、第 25 条
の 2 第 1 項、第 26 条 

第 27 条第
1 項 

第 30 条第 1 項及び第 4 項、
第 30 条の 2 第 1 項及び第 4
項、第 30 条の 3 第 1 項及び
第 4 項、第 31 条第 1 項、第
31 条の 2、第 32 条第 1 項～
第 5 項、第 33 条第 1 項及び
第 2 項、第 34 条、第 32 条第
6 項、第 33 条第 3 項 

第 36 条 

第 11 章 
雑則 

この法律に定めるもののほ
か、この法律の規定の実施に
関し必要な事項 

第 115 条
の 2 

本条と第27条の委任の対象となる表7中
欄に列記した規定群では、名宛人（本条で
は事業者及び労働者、第 36 条では元方事業
者、注文者等）は明確であるが、危害防止
のための措置基準の内容は、包括的な委任
事項となっている。危害防止基準には、健
康診断、作業環境測定など、本法中の独立
条文となっているものもあるが、それ以外
の事項は本条又は第 27 条に一括されてい
る。 
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このほか、第 31 条の 3第 1 項にある「厚
生労働省令で定めるところにより、当該場
所において特定作業に従事するすべての労
働者の労働災害を防止するため必要な措置
を講じなければならない。」との規定も包
括的な委任と考えられるが、その委任を受
けた省令において委任元条項が第 31条の 3
第 1 項（建設業の特定の機械作業を行う複
数事業者の労働者が混在作業を行う場合に
おける仕事の一部を自ら行う発注者らによ
る統括管理義務）であることが明示されて
いるという点で、第 27 条及び本条の包括委
任規定とは異なる。 
2.5 沿革 
2.5.1 特別規制の沿革 
工場という「場」を規制していた工場法

において、保護対象である職工は工業主と
の直接の雇用関係がない下請け労働者も含
む概念であり、その点では特別規制は必要
としていなかった。しかし、戦後、労働基
準法では義務主体が工場法の「工業主」か
ら「使用者」に、保護客体が「職工」から
「労働者」に変わったことにより、保護の
範囲が使用従属関係を前提としたものとな
ったことから 87、請負関係における規制は
一度後退したといえる。他方で、鉱山につ
いては戦後も鉱山保安法が「場」の規制を
維持しており、同法の保護客体である「鉱
山労働者」は鉱山において鉱業に従事する
者をいい、基本的に鉱業権者及び鉱業代理

 
87 畠中信夫（2000年）「労働安全衛生法の
形成とその効果」（日本労働研究雑誌第 47
5 号）のⅣの 2 に同趣旨。 

人はこれに含まれないが、いわゆる請負鉱
山労働者はこれに含まれるとされる 88。 
労働基準法の枠組においても、河村産業

所事件 89のように、元請負人が下請負人の
労働者に対する実質的な指導監督の権限を
有する場合に元請負人に使用者性が認めら
れた例もあったが、一般に元請負人の指導
監督の程度は個々の工事によって様々であ
り、元請負人の責任が常に問われるという
一般化がなされたとまでは言えないだろう。
同判決では元請負人による指揮監督が使用

 
88 経済産業省「鉱山保安法等逐条解説」（h
ttps://www.meti.go.jp/policy/safety_securi
ty/industrial_safety/law/kouzankaisetsu.ht
ml，2021 年 8月 20日閲覧）p.21 
89 高等裁判所判例集－裁判例結果詳細－名
古屋高裁判決昭和 46 年（う）第 262 号昭和
46 年 2 月 28 日（https://www.courts.go.jp/
app/hanrei_jp/detail3?id=22974）（河村産
業所事件，又は鍋田農協倉庫倒壊事件）参
照。裁判要旨「建設会社が請け負つた建築
工事につき、各工程を分け、それぞれ下請
け業者に請け負わせて、施工する場合にお
いて、右の下請け業者が材料の全部または
一部と労働者を供給するに過ぎないもので
あり、その使用する労働者の安全に関する
法的義務を負担する能力がなく、元請人で
ある建設会社の建築技術者が現場主任とし
て、実質上、各下請け業者等を指揮、監督
し、施工一切を総括、管理するときは、右
の現場主任は、各下請け業者等、その使用
する労働者に対する関係においても、労働
基準法一〇条に定める「事業の労働者に関
する事項について、事業主のために行為を
する者」として、同法四二条に定める「使
用者」に該当すると解すべきである。」 
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者性の根拠とされたが、筆者の実務経験上、
安全衛生経費の采配は元請負人がしていて
も、2 次下請以下の労働者に対する指揮監
督は 1 次下請に丸投げされているというケ
ースもあり、そのような場合にも工事全体
を支配する元請負人（ないし元方事業者等）
に責任を負わせるためには何らかの立法措
置が必要であったと思われる。 
その後、産業の進展による労働災害の増

加への対策として、労働災害防止団体等に
関する法律（昭和 39年 6月 29日法律第 118
号，現＝労働災害防止団体法）が制定され、
同法第 4 章では、特別規制として、元方事
業主及び注文者の義務並びにこれに対応す
る請負人及び労働者の義務等について規定
された。 
この立法趣旨については、制定当時、労

働福祉事業団の雑誌『労働福祉』（昭和 39
年 8 月号）において「建設業等では使用者
を異にする労働者が混在し、使用者間の連
絡不十分による災害の発生がみられるが、
使用者とその使用する労働者の関係を規制
する労働基準法では、この事態を規制する
ことはできない。そこで、元請事業主等に
直接使用従属関係にない下請業者に使用さ
れる労働者の統一的安全管理義務等を課す
ることとしている。」90と説明された。 
昭和 47 年の本法制定に際し、労働災害防

止団体等に関する法律第 4 章の規定群は若
干の変形を経て本法第 4 章後半に移された。 
その後、労働者派遣事業の適正な運営の

確保及び派遣労働者の就業条件の整備等に
関する法律（昭和 60 年 7 月 5 日法律第 88

 
90 労働福祉事業団『労働福祉』（昭和 39
年 8月号，昭和 39年 8月 1日発行）p.14 

号，現＝労働者派遣事業の適正な運営の確
保及び派遣労働者の保護等に関する法律）
が制定され、労働者派遣が法定化されるに
あたり、同法第 45 条で本法の規定の一部が
読み替えられ、労働者派遣の場合における
派遣元事業者と派遣先事業者との間での本
法の事業者責任等の分担ないし共有のあり
方が整理され、明確化された。 
2.5.2 本条の改正経過 
本法制定時の本条の規定は次のとおりで

あった。 
（労働省令への委任） 

第三十六条 第三十条第一項若しくは第四
項、第三十一条第一項、第三十二条第一
項若しくは第二項、第三十三条第一項若
しくは第二項又は第三十四条の規定によ
りこれらの規定に定める者が講ずべき措
置及び第三十二条第三項又は第三十三条
第三項の規定によりこれらの規定に定め
る者が守らなければならない事項は、労
働省令で定める。 
その後、労働安全衛生法の一部を改正す

る法律（昭和 55 年 6 月 2日法律第 78 号）
により、次のとおり改正され、同法附則第
1 条第 1 号及び労働安全衛生法の一部を改
正する法律の一部の施行期日を定める政令
（昭和 55 年 11 月 14 日政令第 296 号）の
規定に基づき昭和 56年 6月 1日から施行さ
れた。 
（労働省令への委任） 

第三十六条 第三十条第一項若しくは第四
項、第三十条の二第一項若しくは第四項、
第三十一条第一項、第三十二条第一項か
ら第三項まで、第三十三条第一項若しく
は第二項又は第三十四条の規定によりこ
れらの規定に定める者が講ずべき措置及

－1478－



分担研究報告書（森山誠也） 

1478 

者性の根拠とされたが、筆者の実務経験上、
安全衛生経費の采配は元請負人がしていて
も、2 次下請以下の労働者に対する指揮監
督は 1 次下請に丸投げされているというケ
ースもあり、そのような場合にも工事全体
を支配する元請負人（ないし元方事業者等）
に責任を負わせるためには何らかの立法措
置が必要であったと思われる。 
その後、産業の進展による労働災害の増

加への対策として、労働災害防止団体等に
関する法律（昭和 39年 6月 29日法律第 118
号，現＝労働災害防止団体法）が制定され、
同法第 4 章では、特別規制として、元方事
業主及び注文者の義務並びにこれに対応す
る請負人及び労働者の義務等について規定
された。 
この立法趣旨については、制定当時、労

働福祉事業団の雑誌『労働福祉』（昭和 39
年 8 月号）において「建設業等では使用者
を異にする労働者が混在し、使用者間の連
絡不十分による災害の発生がみられるが、
使用者とその使用する労働者の関係を規制
する労働基準法では、この事態を規制する
ことはできない。そこで、元請事業主等に
直接使用従属関係にない下請業者に使用さ
れる労働者の統一的安全管理義務等を課す
ることとしている。」90と説明された。 
昭和 47 年の本法制定に際し、労働災害防

止団体等に関する法律第 4 章の規定群は若
干の変形を経て本法第 4 章後半に移された。 
その後、労働者派遣事業の適正な運営の

確保及び派遣労働者の就業条件の整備等に
関する法律（昭和 60 年 7 月 5 日法律第 88

 
90 労働福祉事業団『労働福祉』（昭和 39
年 8月号，昭和 39年 8月 1日発行）p.14 

号，現＝労働者派遣事業の適正な運営の確
保及び派遣労働者の保護等に関する法律）
が制定され、労働者派遣が法定化されるに
あたり、同法第 45 条で本法の規定の一部が
読み替えられ、労働者派遣の場合における
派遣元事業者と派遣先事業者との間での本
法の事業者責任等の分担ないし共有のあり
方が整理され、明確化された。 
2.5.2 本条の改正経過 
本法制定時の本条の規定は次のとおりで

あった。 
（労働省令への委任） 

第三十六条 第三十条第一項若しくは第四
項、第三十一条第一項、第三十二条第一
項若しくは第二項、第三十三条第一項若
しくは第二項又は第三十四条の規定によ
りこれらの規定に定める者が講ずべき措
置及び第三十二条第三項又は第三十三条
第三項の規定によりこれらの規定に定め
る者が守らなければならない事項は、労
働省令で定める。 
その後、労働安全衛生法の一部を改正す

る法律（昭和 55 年 6 月 2日法律第 78 号）
により、次のとおり改正され、同法附則第
1 条第 1 号及び労働安全衛生法の一部を改
正する法律の一部の施行期日を定める政令
（昭和 55 年 11 月 14 日政令第 296 号）の
規定に基づき昭和 56年 6月 1日から施行さ
れた。 
（労働省令への委任） 

第三十六条 第三十条第一項若しくは第四
項、第三十条の二第一項若しくは第四項、
第三十一条第一項、第三十二条第一項か
ら第三項まで、第三十三条第一項若しく
は第二項又は第三十四条の規定によりこ
れらの規定に定める者が講ずべき措置及
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び第三十二条第四項又は第三十三条第三
項の規定によりこれらの規定に定める者
が守らなければならない事項は、労働省
令で定める。 
また、中央省庁等改革関係法施行法（平

成 11 年 12 月 22 日法律第 160 号）第 705
条の規定により次のとおり改正され、平成
13 年 1 月 6 日から施行された。 
（厚生労働省令への委任） 

第三十六条 第三十条第一項若しくは第四
項、第三十条の二第一項若しくは第四項、
第三十一条第一項、第三十二条第一項か
ら第三項まで、第三十三条第一項若しく
は第二項又は第三十四条の規定によりこ
れらの規定に定める者が講ずべき措置及
び第三十二条第四項又は第三十三条第三
項の規定によりこれらの規定に定める者
が守らなければならない事項は、厚生労
働省令で定める。 
さらに、労働安全衛生法等の一部を改正

する法律（平成 17 年 11 月 2 日法律第 108
号）により次のように改正され、平成 18 年
4 月 1 日から施行され、現在に至る。この
改正では、第 31 条の 2〔化学物質等取扱設
備の改造等の仕事の注文者の講ずべき措
置〕が新たに追加された。なお、この改正
により、既に労働安全衛生法及び労働災害
防止団体法の一部を改正する法律（平成 4
年 5 月 22 日法律第 55 号）により追加され
ていた旧第 31 条の 2〔特定発注者等の講ず
べき措置〕が第 31 条 3 に、旧第 31 条の 3
（違法な指示の禁止）が第 31 条の 4 に移動
した。 
（厚生労働省令への委任） 

第三十六条 第三十条第一項若しくは第四
項、第三十条の二第一項若しくは第四項、

第三十条の三第一項若しくは第四項、第
三十一条第一項、第三十一条の二、第三
十二条第一項から第五項まで、第三十三
条第一項若しくは第二項又は第三十四条
の規定によりこれらの規定に定める者が
講ずべき措置及び第三十二条第六項又は
第三十三条第三項の規定によりこれらの
規定に定める者が守らなければならない
事項は、厚生労働省令で定める。 

2.6 運用 
本条の規定に基づく省令の運用について

は、各本条の逐条解説に委ねることとし、
本節では各本条違反に関する統計資料を掲
載するとともに、特別規制に関する省令の
改廃状況について簡単に触れる。 
2.6.1 定期監督等実施状況・法違反状況及

び送検事件状況（統計） 
平成23年から令和2年までの労働基準監

督年報をもとにまとめた本条関係の違反件
数を表 8（集計単位の関係上、第 31 条の 391

又は第 31 条の 492の違反件数が除外されて
いないことに注意されたい。）及び表 9（第
34 条違反については平成 23 年から令和 2
年まで 0 件）に示した。なお、通常司法警
察員が送検したものや検察官認知・直受等

 
91 複数事業者の労働者が混在作業を行って
いる場合に、建設業で特定作業（省令所定
の危険性が高い作業）を下請けさせる建設
業者に、当該場所の複数事業者の労働者の
労災防止措置を義務づけた規定（第 1 項）、
第 1項の義務主体該当者がいない場合に元
方事業者等が指名する等の配慮をするよう
定めた規定（第 2項）。罰則なし。 
92 注文者による請負人・請負人の労働者へ
の違反となる指示の禁止。罰則なし。 
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の事件については、検察統計において本法
違反事件全体の集計はなされているが、条
文毎の情報は不見当であった。 
表 8 定期監督等において労働安全衛生法
第 30 条から第 34 条までの規定違反が確認
された事業場数 
 定期監督

等実施事
業場数 

同違反事業場数（労基法等含 

む） 30 
| 

30 の 3 

31 
| 

31 の 4 

32 33 
・ 
34 

平成 23 年 132829 89586 820 4175 57 17 

平成 24 年 134295 91796 918 4768 56 14 

平成 25 年 140499 95550 1038 4687 23 19 

平成 26 年 129881 90151 1025 4775 27 19 

平成 27 年 133116 92034 926 4635 29 15 

平成 28 年 134617 89972 865 4333 34 17 

平成 29 年 135785 92695 796 4476 37 16 

平成 30 年 136281 93008 809 4215 48 9 
平成 31 年 
令和元年 134981 95764 870 4171 27 24 

令和 2 年 116317 80335 734 4130 12 11 

註 労働基準監督年報（平成 23 年から令和
2 年まで）の統計表「定期監督等実施状
況・法違反状況」による。なお、参考の
ために各年の定期監督等実施事業場数及
び同違反事業場数を記載したが、全ての
定期監督等で安全衛生についての調査を
行っているわけではないため、この表は、
定期監督等実施事業場のうちこれらの条
文違反が存在する事業場の割合を示すも
のではなく、あくまで定期監督等で覚
知・指導することとなった件数を表して
いるにすぎない。 
なお、ここでは、元データである同統

計表の集計単位の関係上、第 31 条の 3 又
は第31条の4の違反件数を除外していな
い。 

申告監督及び再監督については、条文毎
の違反件数が集計されていないため件数は
不明である。 
また、人事委員会等が労働基準監督を行

う非現業等の地方公務員に関する状況など、
労働基準監督官が監督を行わない領域にお
ける状況については時間の制約上、調査が
及ばなかった。 
表 9 労働基準監督官による労働安全衛生
法違反及びうち第 36 条関係条文違反の送
検事件件数（主条文） 
 労働安全衛生法違反全体 

 うち（条番号） 
30 30の 2 31 31の 2 32 33 

平成 23 年 542 9 1 22 1 0 0 

平成 24 年 614 9 1 23 1 0 1 

平成 25 年 560 6 1 26 1 0 4 

平成 26 年 628 10 0 26 0 0 1 

平成 27 年 550 9 0 12 0 0 0 

平成 28 年 497 11 0 26 0 0 0 

平成 29 年 474 8 0 23 0 0 0 

平成 30 年 529 15 0 13 0 0 0 
平成 31 年 
令和元年 469 8 0 20 0 0 0 

令和 2 年 505 10 0 21 0 1 1 

註 労働基準監督年報（平成 23 年から令和
2 年まで）による。同年報の統計では 1
事件で複数の被疑条文がある場合には、
その主たる被疑条文により件数を計上し
ている。したがって、これらの条文が被
疑条文に含まれている場合であってもそ
れが主たる被疑条文でない場合は計上さ
れていないことに注意されたい。また、
これは労働基準監督官が送検した事件の
みを集計したものである。第 34 条は該当
なし。 
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の事件については、検察統計において本法
違反事件全体の集計はなされているが、条
文毎の情報は不見当であった。 
表 8 定期監督等において労働安全衛生法
第 30 条から第 34 条までの規定違反が確認
された事業場数 
 定期監督

等実施事
業場数 

同違反事業場数（労基法等含 

む） 30 
| 

30 の 3 

31 
| 

31 の 4 

32 33 
・ 
34 

平成 23 年 132829 89586 820 4175 57 17 

平成 24 年 134295 91796 918 4768 56 14 

平成 25 年 140499 95550 1038 4687 23 19 

平成 26 年 129881 90151 1025 4775 27 19 

平成 27 年 133116 92034 926 4635 29 15 

平成 28 年 134617 89972 865 4333 34 17 

平成 29 年 135785 92695 796 4476 37 16 

平成 30 年 136281 93008 809 4215 48 9 
平成 31 年 
令和元年 134981 95764 870 4171 27 24 

令和 2 年 116317 80335 734 4130 12 11 

註 労働基準監督年報（平成 23 年から令和
2 年まで）の統計表「定期監督等実施状
況・法違反状況」による。なお、参考の
ために各年の定期監督等実施事業場数及
び同違反事業場数を記載したが、全ての
定期監督等で安全衛生についての調査を
行っているわけではないため、この表は、
定期監督等実施事業場のうちこれらの条
文違反が存在する事業場の割合を示すも
のではなく、あくまで定期監督等で覚
知・指導することとなった件数を表して
いるにすぎない。 
なお、ここでは、元データである同統

計表の集計単位の関係上、第 31 条の 3 又
は第31条の4の違反件数を除外していな
い。 

申告監督及び再監督については、条文毎
の違反件数が集計されていないため件数は
不明である。 
また、人事委員会等が労働基準監督を行

う非現業等の地方公務員に関する状況など、
労働基準監督官が監督を行わない領域にお
ける状況については時間の制約上、調査が
及ばなかった。 
表 9 労働基準監督官による労働安全衛生
法違反及びうち第 36 条関係条文違反の送
検事件件数（主条文） 
 労働安全衛生法違反全体 

 うち（条番号） 
30 30の 2 31 31の 2 32 33 

平成 23 年 542 9 1 22 1 0 0 

平成 24 年 614 9 1 23 1 0 1 

平成 25 年 560 6 1 26 1 0 4 

平成 26 年 628 10 0 26 0 0 1 

平成 27 年 550 9 0 12 0 0 0 

平成 28 年 497 11 0 26 0 0 0 

平成 29 年 474 8 0 23 0 0 0 

平成 30 年 529 15 0 13 0 0 0 
平成 31 年 
令和元年 469 8 0 20 0 0 0 

令和 2 年 505 10 0 21 0 1 1 

註 労働基準監督年報（平成 23 年から令和
2 年まで）による。同年報の統計では 1
事件で複数の被疑条文がある場合には、
その主たる被疑条文により件数を計上し
ている。したがって、これらの条文が被
疑条文に含まれている場合であってもそ
れが主たる被疑条文でない場合は計上さ
れていないことに注意されたい。また、
これは労働基準監督官が送検した事件の
みを集計したものである。第 34 条は該当
なし。 
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通常司法警察員が送検したものや検察官
認知・直受等の事件については、検察統計
において本法違反事件全体の集計はなされ
ているが、条文毎の情報は不見当であった。 
2.6.2 特別規制に関する省令の改廃状況

といくつかの問題 
平成 16 年に厚生労働省労働基準局で有

識者による「今後の労働安全衛生対策の在
り方に係る検討会」93が開かれ、その報告書
において、各種提言とともに元方等を通じ
た安全衛生管理体制の実現等についても提
言が行われた。これを受けて、労働安全衛
生法等の一部を改正する法律（平成 17 年
11 月 2 日法律第 108 号）により第 30 条の
2〔製造業等の元方事業者の講ずべき措置〕、
第 31 条の 2〔化学物質等取扱設備の改造等
の仕事の注文者の講ずべき措置〕等が追加
され、安衛則等についても特別規制に関す
る条項が大幅に拡充された 94。 
ところで、事業者が事故又は労働災害の

発生態様を報告する事故報告書及び労働者
死傷病報告は重要な参考資料となるが、こ
れらの様式には、現行安衛則制定当初から
既に「構内下請事業の場合は親事業場の名
称、建設業の場合は元方事業場の名称」欄
があり、これらの記載された各報告及びそ

 
93 厚生労働省－労働基準局が実施する検討
会等－今後の労働安全衛生対策の在り方に
係る検討会（https://www.mhlw.go.jp/stf/s
hingi/other-roudou_128892.html） 
94 平成 18年 2月 24日付け基発第 0224003
号「労働安全衛生法等の一部を改正する法
律（労働安全衛生法関係）等の施行につい
て」（https://www.mhlw.go.jp/web/t_doc?
dataId=00tb3028&dataType=1） 

れらの統計は特別規制の改正のための重要
な参考資料になっているものと思われる。 
現在、産業構造の多様化により、災害統

計における既存の業種分類ではうまく把握
できない業種が生まれてきている。例えば、
倉庫において商品を必要な商品を必要なだ
け集めて梱包し（ピッキング）、発送する
が実運送は行わないという事業形態（日本
標準産業分類では、4841 こん包業（組立こ
ん包業を除く）に該当する。）が増えてお
り、そこでの災害が少なくないが（筆者の
経験上、死亡又は休業 4 日以上の災害のう
ち約 1～3%を占める）、労働災害統計の業
種分類（労働基準局報告例規基準業種分類
表 95）では「その他の製造業」に分類・吸
収され、上記の事業形態単独での分析が困
難になっている。また、このような事情に
より陸上貨物運送事業等と異なり、特定業
種向けの注意喚起の対象にもなっていない
と思われる。 
また、1 つの労働現場に複数の企業が入

り交じることが増加傾向にあり、労働安全
衛生に関係する設備やサービスの管理権や
責任の所在が複雑化している。例えば、大
規模商業施設では、建物を所有する者、建
物を借り受けて各テナントに転貸する者、
プロパティマネジメント（所有者からビル
を預かり、テナントと契約を結び、賃料を

 
95 労働基準局報告例規基準業種分類表につ
いては、全国労働安全衛生センター連絡会
議情報公開推進局が開示請求した平成 20
年 3 月 31 日付け基発第 0331017 号「労働
基準局報告例規の一部改正について」（htt
p://www.joshrc.org/files2007/20080331-0
18.pdf）（最新版ではない）等を参照。 

－1481－



分担研究報告書（森山誠也） 

1482 

回収する事業）を行う者、テナントとして
入居する事業者、ビルメンテナンスを行う
者等様々な企業が 1 つの職場に関わってい
る。この場合、誰が通路、空調設備、エレ
ベーター、ボイラー等の設備を管理し、保
全するのが最も合理的で効率的かというこ
とを考えて法制度を維持・改正していく必
要があり、そのための災害分析や再発予防
対策の検討も、このようなものを考慮した
ものでなければならないだろう。その場合
は、リスク創出者管理責任負担原則 96の概
念が有用である。 

 
96 三柴丈典「リスクアセスメントを核とし
た諸外国の労働安全衛生制度の背景・特
徴・効果とわが国への適応可能性に関する
調査研究」総合報告書（H26-労働-一般-00
1，2016 年）（https://mhlw-grants.niph.g
o.jp/project/26210，文献番号 201621001B）
総括研究報告書－リスク創出者管理責任負
担原則の意義については、総括研究報告書
27 頁【示唆される予防政策のエッセンス】
①，30 頁【特徴】①ほか。英国労働安全衛
生法への反映状況については、分担研究報
告書「日本の安衛法の特徴と示唆される予
防政策のエッセンス」87 頁。 
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33 付録 国際労働基準の適用監視と関係
資料等（参考） 

3.1 日本の ILO加盟状況 
日本は、1919 年からの ILO の原加盟国

であったが 97、1938 年 11 月 2 日、ILO に
協力終止を通告し 98、2年後の 1940 年にこ
れが発効して脱退したが、1951 年 11 月 26
日 99に再加盟した 100。脱退前に批准してい

 
97 International Labour Organization－IL
O 駐日事務所－「ILO と日本」（https://
www.ilo.org/tokyo/ilo-japan/lang--ja/index.
htm，2022年 11 月 8 日閲覧）に「日本は、
国際労働機関（ILO）が誕生した 1919 年か
らの原加盟国です（1940 年から 1951 年の
間は脱退）。」との記述あり。 
98 労働省「工業及び商業における労働監督
に関する條約（第八十一号）、（第八十八
号）、（第九十八号）に関する国会答弁資
料」（昭和 28年 2月）の問 2（わが国が加
盟国であった当時批准した条約は何か）の
答（1 頁）に「一九三八年（昭和十三年）
十一月二日に ILOとの協力終止を通告する
まで批准した条約は、左の十四件でありま
す。…」との記述がある。 
99 International Labour Organization－N
ORMLEX－Country profiles－Japan（http
s://www.ilo.org/dyn/normlex/en/f?p=100
0:11110:0::NO:11110:P11110_COUNTRY
_ID:102729，2022 年 11月 18 日閲覧）に、
「Member from 1919 to 1940 and since
 26.11.1951」との記載がある。 
100 International Labour Organization－IL
O 駐日事務所－ILO と日本－「小史」（ht
tps://www.ilo.org/tokyo/ilo-japan/history/
lang--ja/index.htm，2022 年 11 月 18 日閲
覧） 

た 14 条約については、脱退していた期間に
ついても有効であり 101、ILO からの指示に
より、再加盟時の翌々年 1953年の第 86 回
国際労働会議に先だって当該 14 条約全て
の国内実施状況を報告し、CEACR の検討
を受けた 102。 

 
101 International Labour Organization－In
ternational Labour Conference 35th Sessi
on (Geneva, 1952) Report of the Comm
ittee of Experts on the Application of C
onventions and Recommendations（http:/
/www.ilo.org/public/libdoc/ilo/P/09661/0
9661(1952-35).pdf）4 頁（pdf 366 頁）の
22～24 の項参照。23の項に「The Commi
ttee was informed that it would have bef
ore it at its next session reports from Ja
pan on the 14 Conventions which it had
 ratified before its withdrawal from mem
bership in 1940 and by which it continu
es to be bound.」との記述がある。リンク
元：Information and reports on the appli
cation of Conventions and Recommendat
ions（https://www.ilo.org/public/libdoc/il
o/P/09661/） 
102 International Labour Organization－In
ternational Labour Conference 36th Sessi
on (Geneva, 1953) Report of the Comm
ittee of Experts on the Application of C
onventions and Recommendations（http:/
/www.ilo.org/public/libdoc/ilo/P/09661/0
9661(1953-36).pdf）Appendices 1D（41
頁（PDF 325 頁）以降）に、日本が ILO
再加盟後に批准済 14 条約に係る国内実施
状況について提出した報告書に対するCEA
CR の検討結果が掲載されている。リンク
元：Information and reports on the appli
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3.2 適用監視システムの概要 
国際労働機関では、各国における国際労

働基準の適用監視を行っているが、その根
幹を担うのが、条約勧告適用専門家委員会
（Committee of Experts on the Application 
of Conventions and Recommendations，略
称  CEACR） 103 , 104及び基準適用委員会
（Conference Committee on the Applica-
tion of Standards，略称 CAS，また、総会
委員会とも。）105を通じた適用監視システ
ムである 106,107。 

 
cation of Conventions and Recommendat
ions（https://www.ilo.org/public/libdoc/il
o/P/09661/） 
103 International Labour Organization－L
abour standards－Applying and promotin
g International Labour Standards－Com
mittee of Experts on the Application of 
Conventions and Recommendations（http
s://www.ilo.org/global/standards/applying
-and-promoting-international-labour-stand
ards/committee-of-experts-on-the-applicati
on-of-conventions-and-recommendations/l
ang--en/index.htm，2021 年 1月 6 日閲覧） 
104 International Labour Organization－IL
O 駐日事務所－メールマガジン・トピック
解説（2006年 12 月 28 日付第 55 号）「◇I
LO 条約勧告適用専門家委員会」（https://
www.ilo.org/wcmsp5/groups/public/---asia
/---ro-bangkok/---ilo-tokyo/documents/art
icle/wcms_249621.pdf，2022 年 11 月 3 日
閲覧）において同専門家委員会の成立ち、
任務、活動等について解説されている。 
105 International Labour Organization－L
abour standards－Applying and promotin
g－Conference Committee on the Applic

ILO の各加盟国は、国際労働事務局に対
していくつかの批准条約についての実施状
況をまとめた年次報告書（国際労働機関憲
章 108第 22 条，締切 9月 1 日）などにより、
条約や勧告の実施状況を国際労働事務局に
報告しなければならない。 

CEACR は各加盟国から集まったこれら
の報告書その他の内容を検討し、CEACR
報告書にまとめ、翌年の総会の検討資料と
するため通例翌年 3 月にこれを公表してい
る 107。CEACR 報告書は、総合報告（General 
report ）と特定の国々に関する意見
（observation）からなる 1A 部と、理事会
が選定した特定の国際労働基準に関する総
合調査報告である 1B 部からなる。加盟国に
対してより技術的な問題に関する事項や詳

 
ation of Standards（https://www.ilo.org/gl
obal/standards/applying-and-promoting-in
ternational-labour-standards/conference-c
ommittee-on-the-application-of-standards/
lang--en/index.htm，2022年11月3日閲覧） 
106 International Labour Organization－IL
O 駐日事務所－「監視機構」（https://ww
w.ilo.org/tokyo/standards/supervisory-bodi
es/lang--ja/index.htm，2022 年 11月 3日閲
覧） 
107 林雅彦「ILO における国際労働基準の
形成と適用監視」（日本労働研究雑誌，20
13 年）（https://www.jil.go.jp/institute/za
ssi/backnumber/2013/11/pdf/045-054.pd
f）参照 
108 International Labour Organization－IL
O 駐日事務所－国際労働機関憲章（日本語
訳）（https://www.ilo.org/tokyo/standards
/list-of-conventions/WCMS_240186/lang-
-ja/index.htm，2022 年 11 月 3日閲覧） 
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しい情報提供を求める場合は、CEACR 報
告書が大部になるのを避けるため、これを
直接要請 109（direct request. 直接請求 110，
ダイレクトリクエスト 111とも）として、報
告書に掲載せず、当該国政府に直接通知す
る 104。直接要請は、CEACR 報告書に記載
された意見とともに、公式ウェブサイトで
過去三十数年分 112のものを検索することが
できる。 

CAS113は、CEACR 報告書に記載された
数百の案件から二十数件を選び、個別審査

 
109 文末脚注 37 の日本政府の文献では「直
接要請」という訳語が使用されている。 
110 文末脚注 104 の ILO 駐日事務所による
文献では「直接請求」と訳されている。 
111 第 35回 ILO懇談会の厚生労働省配付資
料の参考 3－2（https://www.mhlw.go.jp/c
ontent/10501000/000897744.pdf）では「ダ
イレクトリクエスト」と訳されている。 
112 International Labour Organization－IL
O 駐日事務所－「条約勧告適用専門家委員
会」（https://www.ilo.org/tokyo/events-an
d-meetings/WCMS_423760/lang--ja/index.
htm，2022 年 11 月 3 日閲覧）は数年前の
記事と思われるが、「検索機能のついた国
際労働基準データベースＮＯＲＭＬＥＸに
は過去約 30 年分の情報が収録されていま
す。」と記載されているため。 
113 International Labour Organization－L
abour standards－Applying and promotin
g International Labour Standards－Confe
rence Committee on the Application of 
Standards（https://www.ilo.org/global/stan
dards/applying-and-promoting-internation
al-labour-standards/conference-committee

として、当該国政労使からの状況、見解の
陳述も含め討議を行い、勧告的意見を含む
議長総括を行い、CAS 報告書としてまとめ
る。 
3.3 関係資料 
国際労働基準（ILO）に関する文献は、

公式ウェブサイトのページ「Information r
esources and publications on Internation
al Labour Standards」（https://www.ilo.or
g/global/standards/information-resources-
and-publications/lang--en/index.htm）から
他の各ページへリンクをたどることにより
見つけることができる。 
同サイト内のNORMLEX（https://www.

ilo.org/dyn/normlex/en/f?p=NORMLEXP
UB:1:）では国際労働憲章及び国際労働基準
の本文、条約の批准状況等を検索すること
ができる。上述のとおり CEACR による直
接要請もここで検索可能である。また、各
条約に関する各国の今後の報告スケジュー
ルも公表されている。ただし、少なくとも
ILO 側においては、各国から提出を受けた
年次報告書は機密扱いのため公開されてい
ない。 

CEACR や CASによる適用監視関係の文
献も上記ページから閲覧できるが基本的に
は PDFであり、古いものはスキャンされた
ものである。 
日本に係る最近の動向は、日本に関する

プロフィールページ（https://www.ilo.org/
dyn/normlex/en/f?p=1000:11110:0::NO:1
1110:P11110_COUNTRY_ID:102729）か
ら容易にアクセスすることができる。 

 
-on-the-application-of-standards/lang--en/
index.htm，2022 年 11 月 3 日閲覧） 
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また、ILO 駐日事務所のウェブサイトの
「国際労働基準」のページ（https://www.i
lo.org/tokyo/standards/lang--ja/index.ht
m）の「条約一覧」「勧告一覧」から和訳
を閲覧することができる。 
日本政府側資料としては、国際労働会議

の報告書として『国際労働総会報告書』な
いし『ILO 総会報告書』として第 69 回総会
までに係るものが国立国会図書館デジタル
コレクション（https://dl.ndl.go.jp/）に掲
載されている。このうち古いものはインタ
ーネット公開されており、一部のものは図
書館・個人送信資料 114となっている。 
日本側の ILO 対応については、政労使に

よる ILO 懇談会で議論されており、厚生労
働省の「ILO 懇談会」の一覧ページ（https:
//www.mhlw.go.jp/stf/shingi/other-kokusa
i_128277.html）のリンク先（議事要旨や資
料）から、CEACR による意見や直接要請
への対応状況、年次報告書案（日本語）、
連合の意見書等を含む情報を入手すること
ができる。 
 

 
114 個人送信（個人向けデジタル化資料送信
サービス）とは、国立国会図書館のデジタ
ル化資料のうち、絶版等の理由で入手が困
難なものを、インターネットを通じて個人
の端末等で閲覧できるサービスであり、無
料登録制である（国立国会図書館－個人向
けデジタル化資料送信サービス https://ww
w.ndl.go.jp/jp/use/digital_transmission/in
dividuals_index.html 参照） 
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連合の意見書等を含む情報を入手すること
ができる。 
 

 
114 個人送信（個人向けデジタル化資料送信
サービス）とは、国立国会図書館のデジタ
ル化資料のうち、絶版等の理由で入手が困
難なものを、インターネットを通じて個人
の端末等で閲覧できるサービスであり、無
料登録制である（国立国会図書館－個人向
けデジタル化資料送信サービス https://ww
w.ndl.go.jp/jp/use/digital_transmission/in
dividuals_index.html 参照） 
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D．考察及び結論 
第 35 条は、何人

なんぴと
も、1 の貨物で重量 1

トン以上のものを発送する場合はその重量
を表示しなければならないという規定であ
り、1929 年に採択された ILO 第 27 号条約
の国内担保法であるが、同条約が船舶で運
送される貨物に限定したものであるのに対
して、本条はそれ以外の貨物にも適用され
る。 
本条約は時代遅れのものとして国際労働

機関（ILO）において改正の必要性が決定
されたものであるが、それは荷の重量表示
等の必要性が失われたからではなく、時代
に合わせた改正が求められたからであり、
事実、船舶安全分野においては、1974 年
SOLAS 条約の改正により国際海上コンテ
ナの重量確定制度が強化・精緻化される流
れとなっている。 

本条約の適用監視システムにおいては、
上記の SOLAS 条約改正前、日本政府の年
次報告において日本労働組合総連合会（連
合）から国際海上コンテナの陸上輸送時の
事故とその対策についての問題提起があっ
たことを発端として、ILO の条約勧告適用
専門家委員会（CEACR）と日本側の間で何
度かやりとりがなされたが、日本政府側（厚
生労働省）は特に積極的な姿勢を見せず、
CEACR とのやりとりも特に成果を上げる
ことなく、運輸分野において SOLAS 条約
の改正や国内法令の整備がなされることに
より改善が図られている。 
翻って国内の荷役・貨物運送の状況を見

ると、運送事業者だけでは十分に危害を防
止できないことも多く、貨物を発送しよう
とする者に焦点をあてた本条の意義は大き
い。したがって、運送業務あるいは荷役業

務における労働災害を防止するための措置
義務者（名宛人）の定め方やその措置内容
については、技術的・法律的見地から十分
研究し、使用従属性にとらわれず、運送事
業者など社会の一部分にしわ寄せのかから
ない、より合理的な労働災害防止の法制度
を構築していくことが必要である。 
なお、本条の解説を補足するため、国際

労働基準の適用監視制度の概要と関係資料
へのアクセス方法についての付録を末尾に
添付した。 
第 36 条は、特別規制中「必要な措置」と

抽象的に規定している部分（第 31 条の 3を
除く）の具体的内容を包括的に厚生労働省
令に委任することを定めるものであるが、
実際に定められている特別規制に係る厚生
労働省令（労働安全衛生規則第 4 編で規定
されている。）は依然として少なく、また
サービスの多様化により、現行の本法第 4
章の適用に困難を生じるケースが生まれて
きている。 
産業安全衛生が旧工場法の「場」の規制

方式から離れ（ただし、鉱山保安分野では
今も場の規制方式を採用している。）、使
用従属関係を軸とした労働基準法を基礎と
したものに代わり、その後家内労働法の成
立を経つつ、河村産業所事件のように個別
的であるが柔軟な使用従属の解釈の時代を
経て、本法（及び本法による改正前の労働
災害防止団体等に関する法律）は、直接の
使用従属性の範囲外にあるものの規制を当
然とせず、これを特別規制という形で明示
的に規制する方式を採った。したがって、
それに伴い、本法―引いては労働基準関
係法令が、依然としてある程度の適用上の
柔軟性を有しているとしても、その都度法
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律や命令を改正する等しなければ、産業構
造の変化に十分対応できない仕組みになっ
ている。 
今後、（狭義の）使用従属性を基本する

本法の枠組みを維持しつつ産業構造の変化
に応じた迅速な特別規制の拡充を行ってい
くのか、あるいは特別規制によらずともそ
の変化に対して柔軟に解釈適用できる新し
い本法のあり方を指向するかは別稿に譲る
とするが、いずれにせよ、今後、使用従属
性の範囲内だけでは十分に防止できない類
型の労働災害を把握し、適確な施策立案に
役立てるためには、労働災害統計や災害分
析手法を再検討する必要があると思われる。 
なお、本条に関連する包括的な命令委任

の是非、省令制定権限の行使の適切性等第
27 条と共通する論点については、筆者によ
る法第 26 条及び第 27 条の逐条解説を参照
されたい。 
 
E．研究発表 
1 論文発表 無 
2 学会発表 無 
 
F．知的所有権の取得状況 
1 特許取得 無 
2 実用新案登録 無 
3 その他 無 
 
G．引用文献 
文末脚註のとおり。 
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添付資料 
図 2 船舶ニ依リ運送セラルル重包裝貨物ノ重量標示ニ關スル條約（ILO 第 27 号条約）の
批准状況（試作版）115 

 

 
115 この地図は、MapChart（https://mapchart.net/world-advanced.html）を利用して作成
した（無料での商用利用可と記載あり）。 
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文末脚注 
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